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情報処理要員の養成確保に関する諸問題

昭 和48年6月

財団法人 情報処理研修セ ンター
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こ の 資 料 は 日本 自転 車 振 興 会 の 機 械 工 業 振 興 資 金

に よ る 「昭 和47年 度 情 報 処 理 教 育 に 関 す る 基 礎 研

究 等 補 助 事 業 」 の 一 環 と して 作 成 し た も の で す 。
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情報処理技術者を養成確保することは、わが国をはじめどして先進各国が緊急にその解決を迫

られている課題であり、そ のための教育の実施については、わが国では政府等に よる教育施策を・

はじめ、民間コンピュータ・メーカー、ユーザー、情報処理関係業者、関係諸団体による各種教

育等、官民一体 とな り大いに努力を払っているところである・

情報処理技術者の養成確保策の一環として、情報処理技術者の育成に大きな役割を果している

企業における情報処理教育の現状およびその実態を把握し、問題点を明かにすること、また情報

処理教育に関する教育情報システム(EducationalInormationSystem)の 設計

を行ない、現状の問題点を明かにすると同時に、最適な企業教育体制ヘシステム ・アプローチす

ることが緊急にのぞまれている。

この報告書においては、情報処理技術者の効率的な育成を図り、わが国情報処理の振興に資す

るための企業教育訓練の実態、すなわち、コンピュータ・メーカー、ユーザー、情報処理業者等

の実施しているそれぞれの⌒ ・蛙 びその魎 塑 にし・特に一

を重視した。これに関連して一般市民への啓蒙普及のための教育の問題点、方法論等についても
、 ～

ふれた。

この報告書は、数回にわたる研究会(情 報処理要員の養成確保に関する研究会)に おける討議

を基として、それぞれの分野の専門家が稿をねり、事務局がまとめたものを研究会において更に

検討を重ねたものである。

この研究会に参加された方々は以下の諸氏であり、ここに深甚の謝意を表するものである。

(敬 称略、所属は当時)
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1.情 報 処 理 教 育 の ひ ろ がり

起

庖

一般に情報処理教育の範囲は非常に広 く、上級技術者に対する高度なシステム設計から、一般

市民に対する啓蒙教育までをふ くんでいる。こうい う意味からも、これだけの広い範囲にまたが

る教育は他にその例をみないであろ う。

学 校 教 育

企 業 教 育

成 人 教 育

初 等 教 育 基礎的思考方法

一般情報処理教育

中 等 教 育{
職業教育

一般情報処理教育

高 等 教 育{
技術教育

/㌘二二ー

縢騰罪
{
=一

転換教育 職業転換、要員養成確保

社会の各分野における情報化の進展に伴ない、教育の各層において情報処理教育、 コンピュー

タ教育の重要性が認識され、事実、教育の内容は質 ・量ともに充実 してきた。一方、 コンピュー

タ利用の大型1ヒ、高度化の傾向は情報処理要員、特にシステム・エンジニア等の上級技術者の不

足を招来 し、要員の養成確保の問題は緊急事となってきた。ここでは上記の うち、企業教育の部

分 と、成人教育の うちの一般 教育(啓 蒙、教養)の 部分について、現状の分析と問題点の指摘を

試みた。大方の諸賢の批判を頂ければ幸いである。

マ

ず

一1・ 一
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2.メ ー カ ー にお け る情 報 処 理 教 育

A

－6

コン ピュータ ・メーカーにおけ る情報処理教育は大別 して、

客 先 教 育

{
企 業 教 育

の二つに分けることができる。それぞれ の目的が違 うので、 当然教育内容、 教育方法、教育施設、

教育投 資等が異 なって くる。通常、 教育部 とい う総括的な組織に よって担当され てい るが、 両者

は全 く独立 して実揮 担 いると毅 て よい・客先要員がメ}か の企業教敵 入り・:メづ 一

の要員が客先教育の中に入って教育 を うけ ることは例外 を除いては まずない と考えてい い。 しい

て両者の関連 をいえば、企業 として総体的 な教育投資をどのよ うに配分,しているか とい うことで

あろ う。ここでは ユーザーの情 報処理要員の育成とい う観点 か ら、 メー カーに よる客先教育 に限

定 して論 を進め てい こ う。

uザ'

ダ

2,● メ ー カ ー」こよ る 客 先 教 育

囚米、情 報処理教育の分野において、 コン ピュー タ・メー カーの果 してきた役割は、質 ・量 と

もに大 き く、高 く評価され てよい。 コン ピュータが導入された初期 の段階 では、 コンピュー タ利

用の技 術は全 くメー カーに依存せ ねばな らなかったし、 メーカーはまた コンピュー タあ普及 δた

めに も、要員 の教育 を初めと して、一般啓蒙教育に もきわめて積極的で あった。今 日でも、 もち

ろんその役割は大 きいものが あるが 、そ の様相は大 き く変化 してきた。

すなわち、学校教育の場にま"いても情報処理教育が広く採 り上げられる気運を見ぜて剖 ・ユー

ザーにおいて も相当数の技術要員 が確保 されて くれば、企業内において、 自社 の性格 に合った情

報処理教育を行なお うと考 えるのは 当然 である。またテ レビ等に よるコンピュー タ講座、プ ログ

ラミング講座等が定着 して くれば、情報処理部門以外 の人々でも、 ある程度 の技術は容易に学習

で きる ようになった。

一方 メーカー側にあって も、従 来、啓蒙普及 のために行な っ.てきた一般(入 門)教 育 がユ・→ 一

の数の増大 とともに大 きな負担になってき'た。さ らにユーザー側 よりすれば、 コンピュータ利用

の高度化、複雑化に応 じて、 より高度 な内容 をもった情報処理教育(た とえば オ ンライン・シス

テム設 計、デー タ ・ベース ・マネー ジメ ン ト、各 種 システム技法等)を メー カー に要求す るよ う

ま 　

になった。これに加 うるに、メー カーの提供する客先向け教育 は無償であるとい う特質 も手つだ

っ て、 メー カーは質 ・量と もに大量 の要求 をかかえ るように なった 。.

-3一



当然これらの要茸 鋼 麺 鱗 響 襟 紹 恒 嘩{興 聾 内容・教前 法の蹴

または他の方法に よる代替 を考 えねばな らな くなった。ちょ うど今、 メーカーは客先教育の提供

について大 きな転期 を迎え ている ところであるといえ よう。

ア
↑

1☆ 答 〔ミ.ぼ 二 ・iご.ぺ㌣・・ t,t':

教 育 の 広 が り

2.2客 先 教 育 の 範 囲.

さ て メー カーの提 供す る客先教育の内容はすこぶる広いが 、これを大別すれば次のよ うにな る 。

経営者教育(エ グゼクティヴ・コース)

中堅管理者教育(マ ネージメン ト・コース)

要 員教育

一般啓 蒙教育

研 究 会

ω 経営者教 育

経営者教育は客先 企業 または客先に しようとする企業の経営者に対 して・榊 拠 理の概念・

コンピュー タの、し くみ、 プ ログラミング入門 、経 営情報 システ ム等について教育す るもので

あって、通常2～7日 位 の短期間(多 くの場 合合宿形式)で 行 なわれる。これは純粋 な啓 蒙

教育 とみればみ られな くもないが 、考 え ように よっては高度の営業戦略 の一環 とみ る ことも

・ でき、 「将 を射ん とすれば馬 を射 よ」の思想 では な くて、 「将 を射ん とすれば将 を射 よ」 と

い う直接的 アプ ローチで ある。 コンピュー タ導入 の決 定権 をに ぎる トップ ・マネージメン ト

.一㌧4-s

、



に直接訴求 しようとするアブ『一チで ある。 しか し、 メー カーの営業戦略 とρ う観点 をはな

れてみて も、企業 の トップに対 する啓蒙運動は、その効果がはなはだ大 きい。単 に企業の ト

ップに対 してのみ な らず、社会 的地位の高い人々、 オ ピニオ ン・リーダー等に対 してこの種

、ば ご

の教育をもつことは世論形成上にも真に効果が大 きい。

(2)中 堅管理者教育

これは一般に、企業内の情報処理に関連する部門、一般 部門の中堅管理者に対 して、客先

企業のシステム作りの協力体制を確立するために行な うのが主な目的である。通常2～3日

間位の短期間で行なわれ、広 く多数の管理者をカバーすることがポイントである。その内容

も上記経営者教育 とほぼ同一 か、その縮刷版 である。.

艦 離 離憩 叢叢 蕊 驚ll'
当高い技術を もった技術者鯛 である繍 処酷8門 を締 していく管瀦 ・寧 た6・・・・…

相 当の長期間にわたる教育が必要で あり、また技術者集団を統卒 してい く特別な管理能力が

要求され る。この種の教育は長期に もわた り、かつ講師 に経験 豊かな管理者 を充てなければ

ならないので、メーカー として も伸 々提供 しに くいのでは なか ろうか。

(3)要 員 教育

主 としてプ ログ ラム入 門 より入 って、システム分析、 システム設計に至 るまでの各種の教

育 コースが提供されてい る。ユーザーに とって最大の教育源泉で あり、新 しい知識 の供給源

ともなっている。 またそのほ とん どが無償で提供 されてい ることも、 ユーザニに とっては魅

力である。 しか し、 メ ーカー提供の技能教育に も次の よ うな欠点がみ うけ られる。

第一に高度のシステム分析 、 システム設計、.データ ・ベ ース ・マネージメント等 の高級 な

⊆ ㌫蕊1驚 ㌫1㌻灘 ご1=
設定、教材の開発に莫大な時間と努力を必要とする。これらの教育を担当できる経験豊かな

9
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技術者の数が少安 く、・また、 これ らの技術者は営業、製造¢)第一線か ら最優先 的に招 集され

て し'まう。' _・ ∵ 、

第二には、 メーカ.一提供 の コースで あるがゆえに、広 く応用 のき く一般 論的教育 内容 より

も、 自社 の製品(ハ ー ドウェア、 ソフ トウェアとも)指 向型 の内容になって しま う傾向が あ

る。 この ことは ユーザーの大半 のニーズがそ こにあるか らやむを得ないと しても、将 来の要

員養成、新規の応用開発 とい う点 か らみると、全部が全部Howtousdも(bぞ あること

は望 ま しくない 。システ ム技 法的 なゴ.一スが もっ ともっと提供 されて然 るべ きである。

/一 転 は 担当酬 が実嘩 ステム.エ ンジニア・プログラマ等の経験者でないこと
!が 多 い。教育部門育 ちで、た くみ な教育手法 、すみか らすみまで教科 内容を熟知 しているが、
1-

1応 用 、総合ので きぬ講師 とい うのが案外 に多い。 この よ うな欠点 を防 ぐため、 ある メーカー
　

1は 、教育計画、企画 ・立案には教育の専門家(教 育部門育ち)を 充てるが、講師には第一線
　

1の 経 験者を2～3年 の一定期間配 属す る方法 を採 っている。このよ うな方法 で、最新の知識、

1蹴 鞘 の場に艦 れ、馴 ・の期間を利用して顕 し噸 を充たして、第一線
く

に観 してい く・多
.く賜 合・縮 部門力:独立していることは 「象牙の塔」のようにみ瀬

もしい感 じがするが、『第一線部門 との人事交流が ない限 り、それは老朽化 、陳腐化 を意味す

るに他な らな い。'㍉ 『

第四は、営業部門'との妥協 である。客先教育が営業活動の一部で あることは先に も述べ た

通 りであるが 、こ と教育 である限 り、教育の権威 は保持 されなければ な らない。クラス ・マ

ネージメ ント(出 欠管理等 適 正 な る講評 、 必 須 とす る受講条件の遵守等は客先教育の最

低条件 であり、いや しくも営業部 門との妥協が あって はな らない。

以上、数 々の問題点はあげ たが 、 メー カーの提 供する客先教育が、客先企業 の要員教育 に

大 きな比 重を占め、大 き く貢献 してい るのであるか ら、 これ らの諸点が改善 され、 ます ます

客先の ニーズを充たす ことを願 う次第で ある。.

(4)一 般啓 蒙教育

客先企業内のシステ ム導入の協力体制作 りを固めるためには、関連部門、一般部門に対 す

る啓 蒙教育が必要であった。教 育セ ンターにおける集合教育、派遣客先 におけるシステム ・

エ ンジニアに よる教育等を通 じて、老大な人 々が一般教育 を うけ、それな りの成果が上 った

と考え られる。

しか しへ 今後は学 校における情報処理教育 の充実、 テ レビ媒体 等に よる成人教育の普及等

に よって、 これ らの教育を コンピュー タ・メー カーが担当 すべ きか否かは大いに疑問で ある。

-6一
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ユーザ ーか ら委託 される一般教育の量は、'メー カーに とって今や大 きな負担
、 それ も生産 ・

営業 には あま り直接結 びつかぬ負担 にな グつつある。 この よ うな一般教育 こそ企業 自身の企

業教育に移す なり、特定の公共団体に担 当 して もらい、 メー カーで なければ提供で きない よ

うな本来の高級技術教育 をこそ開発 ・提供 すべ きで あろ う。 ここに教育の無償提供 の弊害が

み うけ られる。

(5)研 究 会 ∵パぷ'喜:,

ユー ザーが 自主性 をもって開 くゼ ミナール形式の研究 会で
、その特長は 随時に、産業男iX

手 湖1」、 コ ンピュータの規模別等 のテーマを選び研究 会を開け ることである。'また参加者も

テ ーマを選んで参加すれば よく自由度が高い。 この種 の方法 で注意を払 うべ き点はミ 適切な

ア ドバイザー を得 ること、研究会全体 を通 じて バランスある運営がで きる よ う強か なコオー

デ ィネーターが必要な ことなどであろ う。

之

2.5客 先 教 育 の 特 質

客先 向けの情報処理教育が、従 来の一般教育 と異 なる特質 を挙げ てみれば、

(1)受 講 料が原則 と して無償である こと。

また客先 が望めば、その量に余 り制限を うけ ない こと。 したがって同 じ賃借料の客先で も、

メーカー より受げ る教育の量に大差を生 じる場合がある。

② 教育 コス トが高 いこ と。コンピュータの実習 を含 まない教育は意味がないので相 当のマシ

ン ・タイムを使 う。実習のためには少人数の クラス編 成が必 要であ り
、(高 い コンピュー タ

使用料)×(少 人数の ク ラス編成)で 、教育 コス トは きわめて割高な もの となる。'

③ 教科内容の水準が標準化'していること。'『

情報処理要員 の養成のためには、一定 の技術水準まで の レベル ・アップを必要とLkiそ の

水準 が標準化 してい ない と、教育の場(た とえば東京の教育セ ンター と大阪の教育 センター)

が違 うことに より、また担 当する講師の違いに より、受講生の達成する水準が全 く違って し

ま う。これを避け るために達成すべ き教育水準の標準化が必要であ り、講師はそ の水準に加

えて、ある程度の 自己の授業改善(イ ノベーション)を 加えて もよいのである。 この水準設

定のためには 多 くの準備期間が必要であり、 これ を支援するための諸種の教材の開発が必要

とな る。

(4)通 常受講 のために先行する必須条件(Prereq:tiisite)を 規 定 している こと。

メー カーの提供 する客先 教育には各種の程度の ものが あり、 それ らのい くつか を組み合わ
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せることに より(モ ジュラー型 式)一 定の職能の必要 とする技術水準にまで レベル!.ア ップ

できるよ う些設計されてい る。これ らの前後関係が くずれては 、受講隼本人に とって も困 る

が ・また、担当講師、同級生 にとって も迷惑 な ことである・この ような理由か ら、朱行ずる

コースが ある場合は 、次の コースの受講は、先行 コースの修了を必須条件と して℃ る。

2.4客 先 教 育の 問 題 点

客先のニーズ、要員構造の変化等に応 じてつねに教育内容、教育方法等の検討をおこたらな

い ことは当然であるR.i、前に も述べたように教育水準には一定の標準化が必要であり、いつも

いつも水準がふらふら動いているよ うでも困る。内容、方法の修正を1どρ位の範囲、間隔で、

いつの時点に行なうか、それは情報処理技術の革新の時点と見合うかな一どを考慮 しなければな

らない。一例を挙げると、第三世代のコンピュータが出現する以前約半年 ぐらい前か ら、一部

でオペレーティング・システムや多重プ ログラミングの概念の教育が始まった。ユーザーには

そのようなニーズが起 きていないのであるから、ユーザーは当然そρi鷺育噸 迩 お ま左表

難 した 。やがて第三世代のコンピュータの登場となり・謎は氷解 しためζのように時としては・

来るべき情報処理技術の革新に見合 うため、教育が主導的に リr牙 三文ッi.1をとり、逆に客先

のニーズを喚起してい く場合もある。 、

さて、客先教育の問題点を次の二つの情勢変化からとらえてみよう。

儲:,
(1)量 的 面 の 情 勢 変 化 い 、L..,・::

こ の 問 題 を 考 え る 場 合 に 考 慮 に 入 れ る フ ァ ク ター と して は 恒.・ 、

(り 設置 望ス テムの種類 お よ〔ξ台数の増加 、 ∵ ・

① 客先数の増加

帥 関連部門、一般部門 よりの受講者数の急 増 一.

助 オンライン・システム ・ユーザーの増加.. ..・..

MTSSユ ー ザーの増加

㊥ テキス ト、マニュアルの種類 の増加 十

等が挙 げ られる 。

(iXil).の要件は、算術級数的(ii[例 的)な 増加であり、またある程度要員が充足すれば、今

後は企業内教育に向 う方向であるから大体 カバーし得る。(のの中で問題になるのは・新規客
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,'

先(他 メー カーよりの転換ではな くて、全.く初めて導入 しようとする客先)で 、先勢 → 」

が5年 、7年 かか って習得 して きた技術を導入までの短期間に習得せねばな らぬか ら、い き

おい教育の量 は多 くなる。 ビ

4iiXv)ev)の要 件は、幾何級数的増加の要因であり、 コンビュー一夕本体は1台 しかふえな くて

土 、 これにかか り合いをもつ人の数が急増することに原因す る。

:'・当然 これ らの要件に対 しては、教育方法の改善 、代替を計 らねばな らない。

(2)'質 的面 の情勢変化

質的面の情勢変化 として考慮すべ きファク ターは、

(i)TSSの 活 用、異企業間の共同利用等 コンピュー タ利 用面に質的変化が生ずる。 ・

従来法律的に規 制の あった上記の使 い芳が 自由化 され ると、異企業間、異機 種間の連結

とい うことで、 より高度のシステム分析、 システム設計、 システム ・プ ログ ラムの作成が

必要 となる。これ らをメーカーにのみ依存す ることは困難で、む しろこれ らの問題は ユー

ザー主導型で解決 を計 らねばな らぬ問題 である。高度 の教育内容を要求されるゆえんで あ

る。

⑩ 客先の技術 。経験が深 まるにつれ高度の内容をもった教育 を要求する ようになるのは当

然 であるが、情 報処理技術のみにとどまらず、 種々のシステム技法(線 型計画法、ネッ ト

ワー ク手法、 シ ミュレーション等)に 関する教育 も要求 される。本来 これ らの教 育は学校

教育で カバーされるべ きものであるが、それは純理論的 であり、実用的、産業的観 点に立

っていないか ら、 この方面の再教育 も必 要となる。'.

⑩ コ ン ピュータの応用分野が多様化 し、特に オベ レーシ ョナルな分野(プ ロセス制御∴運

航管理 、自動運転等)で の応用が進むので、関連部門の要員 に対する技術教育が増大する。

この場合、従来の よ うな ソフ トウェア中心主義 でな くな り、 ハー ドウェアも相 当重視す る一
教育が必要となる。

佃 客先の情 ・理要員の気質が、導入当初の先駆者的情神の人々から、安定稼動運営型の

人 々に移行 してい く。このようなタイプの人々に適合 した教育アブ・■チが必要となつて

くる。.

ω 先発ユーザーは、能力的にも意慾的にも優秀な人材が多かったので、教育(ゼ対する態度

も積極的であった。最近の後発ユーザーでは、企業規模 も小さ く、一人でいくつかの職能

を兼ねなげればならないので、教育を うける余裕 も少な くなった。こうした理由で教育の

達成率 も以前より低下することは免がれない。しかし、情報処理技術に要求される水準に
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は変 わりはないか、あるい.は以前 よ りも上昇 している。したが って、教育のアプ ローチを

変化 させて、 これ らの層 に対応させ なければ な らない。

③ 教育 コス トの問題

メーカーが提供 している客先 教育 は、営業 活動 の一部で あるか ら、当然教育 コス トとい う

経済面か らの考慮 も払われなければな らない 。通 常教育コス ト(客 先教育お よび社 内要員教

育の合計)は 賃貸料換算で、賃貸料の約1.0～2.5%と 推 測され る。客先教育 と社内要員 教

育の経費の比率は、年 によって要員の数 も異 なるので確定で きないが 、大体6:4～4:6

程度 と推測 して も差支え ない。実は前述 した よ うな情勢変化 への対応 も、 客先か らの要求 も、

この経費的制約 の中で充た されなげればな らない 。したがって新 しい教育 の方法が つねに要

求されるのであり、旧来のよ うな教育 方法の ままでは教育 コス トは爆 発的に増大 して しま う。

また全面的な価格分離制度にまで進 まないに して も、一部需要 の少 ない コース、特定 目的

のための コー ス、他の教育機関 では当然有償 であるべ きコース等については有償化 を計るべ

きで あり、これに よって教育 の価値が高 め られ、無償制度 の弊害 である無資格者 や劣悪者の

流入 を防 ぎ、教育 コス トの一部 を回収す るこ とがで きる。コン ピュー タ・メー カーの教育無

償提供の制度は良質の教育を維 持する意味か らも全面的に再検討 され るべ きではなかろ うか 。

、'

2.5客 先 教 育 の 方 法

初期 の客先教育は 、何は ともあれ コンピュー タを動かせる技術 を習得 させることにあったか

ら、講義 と実 習の組み合わせでよ く、教育の対象も比較的平均化 した レベルの数十 人の集 団教

育 であった 。

'そ の後教育対象が広が り
、教育範 囲 もハー ドウェア、 ソ7 .トウェア、産 業別応用、.システ ム

手法、 システ ム分析 ・設計、 マネ ージメン ト手 法と広がるにつれ、種々の異 なった教育 方法を

考えなければ これに対処 で きな くなってきた。営業活動の一環 とい うこどで、経済 的制約 も大

きい。 、.

(1)プ .ログラム学 習

プ ログ ラム学 習その ものは、い ろいろな理 念を もって考え出された学 習法で ある 。学習 の

場所 と時期が自由である。異 なった レベ ルの人が、どこからで も始めることがで きる。不明

の点はさかのぼって、 くり返 レくり返 し学 習できるな どの利 点が挙 げ られてい るが、実は企

業教育か.らみれ 鎮、経済性 の高さ を重視 して いる ともい える。集合教育 のための教室施設、

集合教育:¢1牟φρ職場離脱が不要で ある。殊 に一般啓 蒙教育 の よ うに、短期間の間に大量の
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人 を教育する場合に効果を表わす。ある企業の統 計によれば、直接教育 コス トは、 ブ・グラ

ム学習が通常の集 合教育の%程 度ですむ と報告され て行る。間接の逸失生産減を考慮に入

れれば もっ と大 きな比になろ う。'

しか し、この種の教育は あ くまで も、一般大量教育、入 門教育に限 られ、 高級技術教育に

は不適 である。またプ ログ ラム学習が可能になるためには、周到なる教科内容の設定、教材

の開発、適当なア ドバ イザーの配置、学習後のフォローア ップ確認 が必要な ことは い うまで

もない 。

(2)ス タディ ・ホール(学 習室方式)

プ ログラム学習 では とか く自己管理に委 される面が 大 きいので、 自己管理能力の弱い人は

途 中で放棄する恐れがある。このため、学 習の時期 と場所 とを指定 し学習を促進 してやる。

レベルの異 なる生徒、教科 内容 の異 なる生徒が同 じ部屋に集ま り、 自己のペースでプログラ

ム学習 を進める。不明な時は学=習室 に備えつけ られてい るビデオや補助教材を用いて理 解を

助け、または、学習室 に常駐するア ドバイザーに質問する。 このア ドバイザーは レベルの違

い、教科内容の如何 を問わず生徒か ら質問には答え られる能力をもっていな くてはな らない。

この よ うに して学 習の時期 と場所は制約す るが、,学習 自体は全 く自己管理 によって行な う

のが、 ス タディ ・ホール方式の特長である。

(3)ビ デ オ教育

生徒 を少人数ず つ、い くつかの小教室に収め、,中央 の教室 より講師が授業する方式で、生

徒は、学習の環境は小教室 にいる状況 にありなが ら、講師 とは ビデオを通 じて直接に接 し得

る状況 を現 出したものである。そ してその効果は多人数に及ぼせ ることをね らった学習方式

で ある。多額 の設備投資 と、周到な教材の開発 を必要 とするが、一旦教材が完成すれば これ

をプ レイ ・パックす ることにより、いっで も同質の水準化 され た教育を行な うことがで き、

講師 に よる格差が最小に抑 え られる利点が ある。ただ、人 と人 とのふれ あいに欠ける所が多

いので、量的な教育には向 くが、高度の教育(講 師 と生徒 との間のや りとりが多い)や デ ィ

スカッションの多い教育には 向かない。

(4)イ ンスチチューート方式(選 択方 式)

あ らか じめ、独立 した単元をま とめた時間割 を発表 してtsき(た とえば1単 元3時 間、2

週 間午前、午後、合計20単 元)そ の中か ら上限数または下限数を限 り選択受 講させる方法 。

(た とえば、20単 元 の内か ら、最高10単 元 まで とってよい、 あるいは5単 元以上と らね

ばな らぬ等)と の方法は相当上級 な技術者 を教育す る時に有効で あり、発表された時間割か

一1'1一



ら生徒が自主的に選択 して、自分の時間割を作る方法である。この方法にも、講座の種類に

より生徒の数が偏在するとか、生徒 と生徒の横のつながりが希薄になるとい う難点がある。

以上のように教育内容、範囲が多様化すれば、それぞれに対応 した最適の教育方法が開発

されなげればならず、旧来の集合(教 室)教 育のみを墨守する必要はな くなるであろ う。
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.一

ろ.ユ ーザーにおける情報処理要員の養成確保:

5.1要 員 需 要 の 内 容

三ンピ三 一 タの急速な普及 とともに、情報処理要員 の不足はますます深 刻さ叉 加えづフ ある

が・その需要の大半を占める一般 ユーザーの立場 か ら、 この養成確保 に関する問題点 の検討を:

.行なってみたい。

・先ず第一に検討すべき問題点は
、その需要 についての具体的内容の把 握で あろ う。情報処理

要員 としてのプ ログラマ、 システム ・エ ンジニアおよびオペ レー タについて、 ユーザー、 メー

カーおよびディー ラー(輸 入販売業者)別 の需要予測数は既にい くっかの調 査においてなされ

ているが、 ユーザーに対する牟後 の要員 の養成確保に関する検討は、 どの よ うな企業が、 どの

ような要員を、 どの時点で必要 とするかを、より具体的かつ詳細に知る必要がある。企業は元

来、自己指向型であって、自分の要望に100%マ ッチした需要 ・供給関係が充たされないと、

不足を感 じ飢餓感を訴える。国全体 としてマクロな見方で、数 ・質ともに供給されたとしても

(実 はこれが至難なことなのであるが)、 なお多くの企業が要員の不足を訴えるかも知れない。

一方、要員の過剰を感 じる企業がな しとはいえない。ここに需要構造のより詳細な実態を把握

する必要が生 じてくる。

さ らに、今までに既に多 くの要員を擁 し、大規模な情報処理システムを実現 ・実施 しそいる

先発企業においては、今後 より高度なシステムがつぎつぎに開発 ・運用されてゆくことは間違

いな く、要員の需要の面からは、比較的少ない数の、 しか しきわめて高度な技能を必要とする

技術者と、既存の要員に対する若干の補充と増員を必要とするに止まることが予測される。

.一方これに対して、これか ら新たにコンピュータを導入 して情報処理を実施 しようとする企

業においては、規模の大小は別として、情報処理部門の管理職をは じめとして、種々の職務分一
野の要員の需要が盲壁 ・に生ずることは⌒ のないとエぬエーある。～

多 くの ユーザー企業は、現在丁度 この中間に位置 していると考えて差支え ないが、いずれに

せ よ、今後の情報処理要員 の養成 ・確保のための問題点の解明に 当っては、 その需要 を単にプ

ログ ラ1マ、システム ・エンジニア、オ ペレー タといった職種別の分類のみで な く
、企業の情報

処理 システムの開発段階 に応 じて、知識(専 門分 野もふ くめて)・・能力 。経験別の要員数の需

要を経年的に把握す ることが重要であろ う。 この ことは国全体としてのマク ロ的な把 握が必要

.であるζとは もちろんで あるが、何 よりもその調査 の基盤 となる個々の企業におい て、今少 し

、,く具体的な、長期的な見通 しをもった要員 構造に関する ビジョンを もたなければ な らない。
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従来この点に絨遠已は必ずじも明渡友分析已検討力窃 看われそぎたとはいら難el・この結果、

養成 。確保 のための対策 に関 して も、やや個別的に具体性を欠 くきらいがあった ことは否めな

い。rr;'`1・ ・".s,t

5.2'学 校 教 育'との 関 連'
〔 ～上述

のごとくユーザーにおける樋 処理要員の需要についての内容は 多種多様であり、一概

にはいい難いが、その需要をみたすための供給源として、すべてを学校教育修了者の新規採用一
に求めることは不可能であるσ今後もこれまでと同様に、各企業内に赤いそ他職種か らの転入

'配属に多 くをまたなげればな らない
。しかしなが ら、学校におげる情報処理教育の内容が整備

～ 一

されるに従って、 これに期待するとこうは大巾に増大 してい くものと思われる。

現在の ところ、専門的情報処理教育課程の終了者は僅かで、まだぐそれぞれの学校における～
講義 内容も一様でないために、採用 ・処遇等の受入れに当って、他と○区別を行なっている企

業は少ないようである。今後標準化された教科内容により、充分テス トされだ情報処理教育の

修了者が大量に供給されるに伴ない、ユーザ2側 の受入れ体制についても充分な整備を行ない、

学校側の期待にこたえねば な らない。

具体的問題と しては、学校にかける情報処理教育修了者の採用時における情報処理技術に関へ
"す る評価や、採用後の企業教育での取扱い、また人事面での処遇等についてであるが、いずれ

・に等してもそれぞれの酬 紺 ・教育□㌍ 壁 ご 避 昌なる・轡 のの学校
'
がそれぞれユニLク な特色を活かしながら、基礎的な部分については、少なくとも同一な平均

的氷準を保ち、充分標準化 された情報処理教育が行なわれることが、ユーザーにとり望ましい。

このため には、教師の独断による一方的なカ リキュラム作成に終 らぬよう、各種のユーザーの

期 待度にこたえる具体的反映がなされるよう学校側の適切な検討が望ましら。

また、ハー ドウェアに関連する基礎的な知識については、 コンピュータ・メーカー相互およ

び学校側 との密接な協力に よって、学生がその学習で学んだ白ンピュ一夕の種類によつて、そ

の習得する内容に大 巾な差異を生ずる亡 とがない よう、充分な配慮が望ましい。

次に社会 人 ・企業人に対する再教育についてであるが、技術の進歩、"特に情報処理技術の革

新のいちじるしい今 臥 学校側に よる再教育にっいて、ユーザー側あ寄せる期待は非常 に大き

いが、残念なが ら現状はほどλ)どみたされていないといえる。情報処理要員の充足が学校から

の新規卒業者のみによづぞ図 られる叛 くもなく、企業内の既卒業者も対象となる以上、学校側

ばおいても旧来の制度 ・慣習にとらわれることな く、一般社会人の新知識の習得のための再教

一14－
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'

こ宣一 ぶ抜杢的な 討がなきれるべきであろう。
=ついで
、'以下に現在の学校教育た対する具体的要望を述べてみ よう。

3、2.1.大 学
'
大学卒業者については二つの面が考えられる。ひとつは、いわゆる情報処理専門教育課

程卒業であり、他は一般の学部卒業者である。従来、いわゆる専門課程卒業とみなされる

学科卒業生の評価は一般的に比較的高い。卒業生はそれなりに評価されて己るわけである

が、専門課程とみなされている学科とい うのが曲物(く せもの)で あって、文字通りの「情

報処理学科」、 「情報工学科」とい うのではな くせ、 「A大学のB教 授の教室」、tt「C大

学 のD教 授のお弟子さんたち」とい う評価がなされている。前述 したようeヒ、『今 後学習水

準の平均的水準化、標準化力埋 まれているのはごこのような点の是正を意味 して』るので

ある。

またバこれま認 の専門課程楽楽一 ⇔ メー カェ 向 き一(エ ドウニ ア、

ソフ トゥェプをもふ くめ鋼 価されヱおり・、ヱ れらの人達がユーザニ企業文おいて真

に専門的な技備を発揮亡きるか否かは、これからあ問題である。'『"

ユーザー側ごりぐ将来情報処理技術者として活躍が期待されている卒業生には
、次のよ

うなレベルが要望さ'れているd"F;tt

l・ いずれかひとつの言語(FoRTRANsCoB6LPL/1'等)で 自由にプログラム

が組めるこ と。-'=一'』

2.他 の言 語について も、 その概略を知 り、相互の比較がで きること。

3.オ ペ レー ションズ ・リサーチ(OR)に 関す る基 礎的知識6あ ること。',

4.シ ス テム設計について、業務処理の手順を概略知 って込るとと。で きればなん らかの

ケース ・ス タデ ィの経験の ある こと。

5.数 学 ・物理学 。工学全般 。会 計学 等について全般的な基礎知識 を有するこどCli・C

さ らにつけ加えるな らば、i'1':

li・ー八一 ドウ土アめ知識、 これに関連するオペ レーティングcジ ステム(OS)、 』シバ

ィラーの知識を有すること。(一 機種のみで よい。)

7.他 の機種あ特性を理解 しく比較で きるとと。

な どを挙げる こどがで きよ う。

従来の経験 実績 よりすれ ば、 ひとつのコンビ二一 タに精通 していれば、他の機種の理

ノ ー15-一
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解はいたって早 い。したがって学校においては羅列的な知識 よりも、ひとつの コン ピュー

タについての実習 を徹底 した方が理解が深 まるよ うに思われる。この ζ,とはプログ ラミン

グ言語について も全 く同様な ことがいえる。

一 般学部 卒業生に望まれ る点は 、

1.少 な ぐとも三つ ぐらいのプ ログ ラムを組んだ経 験があるこ と。ある程度の基本的パ タ

ー ンを習得する こと。,言語は ひとつのみ でよい 。

2.一 般 的な コン ピュータに関する基 礎知識・

3.情 報処理に 関する一般的概念

4.で きれば、ケ ース 。ス タデ ィの経験.

な どを挙げる こ1≒がで きる。これに より.、,企業におい ては、企業 の目的 と情報処理 との関

連、企業におげる若干 の業務 例を教育 するだけで よい とい うことになる。

x

3.2.2.高 校 ・電算機学 校

高校卒業 者に対 しては、基本的には大学の一般学部卒 と同 じ程度の履 習があれば充 分と

思われる。ただ しプログ ラ ミングの経験は も う少 し豊富である・ことが望ま しい。・

企業に よっては 、高校卒のキャ リア ・パ スを コン ピュー タ ・オペ レー タに より初 めてい

るところ も相当 あるので、 ただ ちにプログ ラミングを主体 とした仕事 に従事 できる とは限

らない。この 点高卒者ρ モ.ラル ・ダウンにっ.なが らぬ よ う充分配慮 する必要が あろ う。

電算機学校卒業者に対 しては 、特に中小企業、新 たに導入 を計ってい る後発 企業等にお

いて、それ な りの需要が あることに注 目すべ きである。この種の学 校の卒業者に対す る評

価は まちまちであるが 、 「情報処理技術者試 験1制 度 を活用す ることによって、評価の水

準化を計ることがで きよ うg

5.5企 業教 育 の 現 状 と問題 点

企業が実施する情報処理教育には、その対象者、実施者、目的、教育内容等の別により・種

々の形態に分かれる?従 来は一般的にその企業内におけるコンピュ■タリゼーションの度合と

密接な関連をもってきた。すなわち、コンピュータ導入の最初の時期には、経理3総 務といっ

た一般管理部門の中からコン ピュータ担当部門が、機械計算室とか計数課 といった名前で独立

し、その業務内容も 「計算」が主であった。さらに事務管理部となり、さらに情報システム部

、あるいは経営情報室とρう名称をいただいて全社的なスタッフ部門に発展してい く過程におい

一1 ,61一
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て、教育の対象 も内容 も変遷 していった。

当初の、 コンピュー タ担当部 門 と一部の直接関係ある業務 の少数の要員 に対す る教育 か ら、

広 く全社員の各階層に対す る教育 にいたるまで拡大 し、社内協力体制 づ くりの ために、部課長

ク ラスの ミドル ・マネージメン トへ、 全社的な経営情報システム(MIS)確 立 のため に、 ト

ップ ・マネージメン トへ と、その対象はひ ろまっていった。実施 の主体 も初期の メーカーベの

全面的な依存か ら、、次第に企業 内の教育部門へと比重は移ってい き、 当然め ことと して、教育

内容 も変化 していった。 コンピュー タ紹介的、 プログ ラム技術的な画一的 なもめが ら、 個 々の

企業の業務、 シス テム作 りの ために、.企業の要求 に合った独 自の カ リキュ ラムに変化 してい っ

た。/一 一`"へ ～ 一ー ー一一

また、企業教育にお・いては、要員 に対する専門的な情報処理教育は情 立 よ力計画
」_ _.一

実施され、一 ー イ亡 く 立案され、一般

マネージメン ト教育や語学教育と同様の立場から実施されるのが最近の傾向でおる。"もはや昔

日の和 ぐ協力体制作り'と.か、・関連部門要員に封 じでどかの、・直接 目的的な教育でぱだ ぐなった。

個々の企業がこれらの形態のいずれにより教育を行な うべきかは一様でないが、最 ・ドの教育投
　　ロロ　 へ 　 へ　

資で最×の効果 をあげるためには、そ の企業 の長期的なシス テム化計画 またぱ ゴン ピュ一 夕 リ

ゼーション ・プ ランの全体を反 映する採用計画、,配員計画、:教育 計画の総合的立 案が必要 とな

り、 このための標準的な指針が示されるごとが期待される。

脇・

3.3.1.教 育投資'パ

ユーザーが実施す る情報処理教育は、.その成否が システ ムの開発、運用、 協力体制等 に

重要な影響 をもた らす ものであるため、近来それ 自体がひとつの開発プ ・ジェク トとして

重視されてい るが、教育 内容の複雑化、高度化 とともに、投入 される人的、 物的 資源

(Resources)の 量 も無視 し得な くなってきた。

する人物の選 に大2避 感.じ蝕_よ 遵技術…搬 尤し▲ふ き=し 乏旦 左旦_.

低 埜 、⊥ き∠ ンス トー乏クタは必工 豊技術者たグ得る。また、最新の技術経験を有す

声 る者は、他 の新 システム開発 グループか らも第一に要求され るか らである。

今後の企業教育の実施においては、開発 ・運用すべ き各システムに対応 してそれぞれ独

自の教育 コースが必要で あり、 これ らに対す る教育投資額(人 的 ・物的)の 適確な把握 と、

教育効果 の客観的な評価が 必要 となる。

～ ことに教育効果の把 握に ついては、これが要員管理のためのスキルズ ・インベ ン トリー
、

、
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につ ながるもので あり、次の教育ニーズ発見の出発点となるものだか らである。

現在、企業教育 における教育投資の適確 な把掻 教育効果の測定に関す る具 体的な手法

の早急な体系化、標準化が要 望されて いる 。"

3.3.2.ス キルズ ・インベ ン トリー 、

ユーザーが実施する企 業教育 を より有効 な ものとするには 、そ の計画立案の段階で適確

なニーズの把握 と、それ を達 成するための効果的な教育方法 の設定が必要 であるが、そ の

ニーズ把握の重要 な前提 としてv教 育対象個 々についての現状、すなわ ちスキル(技 備)

の詳細が必要で ある。このスキルズ ・インペ トリーの 作成法には、い ろいろ な方法が ある

が、通商産業省 の実施 してい る 「情報 処理技術者試験」 も有力 な拠 りどころとなろ う。

また、個 々の企業がその現状 と将来 のシステム化計画にて らして、 オペ レータ、 プ ログ

ラマ、システム ・エン ジニ ア、 システム・アナ リス ト、情 報処 理部 門管理者等 の、それぞ

れの職 種を更に細 分化 した能 力水準を設定 して、 これに基 づきスキノじの評価 を実 施する こ

とが望ま い(。 ㌧'、"・ 『∵

そ して要員教育は、 この能 力水準に対する個人毎 の評価 を基 にして、今 後の システム開

発、・運用のために不足を生 ずる部分に対 して 、洗 行的、集中的に実 施され るべきである 。

,Y'.↑'

3.3.3、 企業内教育

■ 一ザーにお ける企業教育の うち、それぞれの企業がその内部で実施す る企業 内教育に

:つい て必ず当面す る問題の ひとっは、ジ企業が土量の要員在最 も必要と一歩る新 シ牙 テ玄の開

・導 には そのための 萱を塞 施主 るづ。4琢.援 次客タ、.教材等の体 制が.と.とのわず、

教育の対象となる要員そのものも」丞足エ充員に追われる.とぬ」う始末悪 あるが、一旦開発が
ρ一 ■一 輪ー ー一^ニ

一段落 して定型的な運用に入 り、・教育にも充分力を注ぎ'得るとい う時点では、実は大量の

要員教育の必要性が う:すらいでしまうとい う矛盾である。・これは本質的にはシステム開発

計画そのものの問題であるか も知れないが、どうしても避け られない矛盾である。新 しい

システム開発計画の下に、新たに.コンピュータを導入利用する企業の激増が予測される今

日、この矛盾の解決はますます重要な課題となってくる。 ピ

この解決のための手段として、,公共的機関による企業内教育に関する標準的 カリキユラ
や已一一ーロ一一一一開一一←'一 一ーー-

ムの開発や、高度 の インス トラク タの養成と共に、.企 業の求 めに応 じて随時適切 なインス

トラクタ、教材等を提供レ迄企業内教育を推進させる斡旋機関(で きるだけ公共的機関が

一18r
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のぞま しい。)の 設 置 も検討 され るべ きではなかろ うか。標準的 カリキュ ラム作成の時代

は もはや過 ぎ、それに基づ く 「実践」ぺの援助の時代が来たのではなかろ うか。

また、各種の カ リキュラムが作成'公 開 されているが、それ らが真に指導要領 と しての

役割を果すためには、 これ らに基 づ く標準的な各種テキス トブック、教材、視聴覚資材等

が相 ともなって開 発、提供 され ることが不可欠である。

`・

〆

3.3.4.コ ソ ビュー一夕 ・メー カーに よる教育

多くのユーザーに とって、 これ までの要員教育のほ とん どの部分を依存 して きたのカ＼

コンピュー タ ・メー カー提供 の技術教育であった。 この教育が
、情報処理技術の普及発展

に果 した役割は、質的に も量的に も非常に大 きいといえるが、従来は プログ ラや淀 対ずゐ、

技術教育 と、一 般管理者層に対する啓蒙教育が主 体であって、 システム ・エ ンジニア、 シ

ニア ・プログラマあ るいは情 報処理部門の管理職 等の
、上級情報処理技術者や専 門的管理

者に対 する教育は あまb行 なわれていなかったのが現状である'。

今後は学校輔 の充実や・7'"'グ ・ム学習法(?1)・'CAI等 の教静 法あ醗 各

種の教材の整備等により、基礎的なフ㌔ グラミング技法の習得は比較的容易になるものと

ヒ

磁竃li三三鷲三i総覧i竃i瓢二ll
門よりの強い要 求と競合す る し、経費、期間等で も相 当の負担が予想されへ 従来の ごとき

無料提供の範囲を超 える。 しか しなが ら、前述 した ように底辺の基礎的水準が高まるにつ

れ、内容が充実すれ ばす るほ ど、 メー カーは自己社内の システム ・エ ンジニアに対 して実

施 してい る専門教育の開放 や、ベユーザー向け め高度の新 コースの開発な ど、 ユー ザーのシ

ステ ム ・エンジニア等 を対 象 とした教育の充実が望 まれ る。また
、今後ユーザーにおげ る

需要の急増 が見込 まれ る各種の端末機器(買 取 りがほ とん どである)を ふ くめたハー ドウ

ェアの保守要員の養 成のために も、外部に対する本格的ハー ドウェア教育の新設が強 く期

待され る.

次 に価格分離政策の結果生ず る、一 部メー カーの教育有償化の問題で あるが、.従 来 ユー

ザーが大量の要員や要員予定者さ らには一般社員を メーカーの提供す る各種教育に参加さ

せていたの も、その教育が 無償であったことに大 きな理 由が あった。 ソフ トウェアや教育

の提供が包括的 なレンダル制度 か ら分離されて、それ 自体に価 値づけ られ
、 有償化され る
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ことは、時代の趨勢であろう。また情報処理に関する基礎的な教育が他の機関や方法で容

易に得られやす くなった今日、メーカーは一般的な基礎教育(無 償)の みに固執すること

なく、鰹 も上已からx_も紘 と洗練さ麺 高度2皇 瓢.を 提供▲る責任応あろ－S暫し、

ユーザーとしても量的な教育(無 償)よ りも、む しろ厳選 した要員を効率よくこれらの教

育に参加させるよう再検討を余儀なくされるであろう。

メー カー、ユーザーいずれの面において も、教育内容の見直 し、量 よりも質の充実 とい

う選択を迫 られる時期が到来 したようである。啓蒙普及のための教育の時代は終りをっげ、

真に内容を売る教育の時代が始まったようである。

貫

一・、

ろ.4要 員管 理 の 問 題

ユーザーにおげる情報処理要員の養成確保を検討する場合、教育問題と併せて要員管理の問

題を度外視することはできない。

わが国におけるコンピュータ利用の歴史も浅 く、企業へ の導入の経過もまちまちなので、情

報処理要員に対す る社会的評価は末だ明確でない。また企業内における地位も一般的にいって

不確定である。しか し、今後、この分野に優秀な人材を×量に確保 してゆ くためには、・企業内

における適切な要員管理の実施と、同時に、社会的地位の確立のための努力が不断に必要であ

る。

具体的な一例 をあげれば、人事制度上の処遇を専門職 と考えるか、一般職とするか、情報処

理部門におけるキャリ.ア・パス(職 務経路)の 設定、他部門さらには社外とのローテーション

1流入、流出)等 の問題があるが、いずれも従来のような年功序列的、終身雇用制度の枠にと

らわれない考え方が必要である。しか し、日本の企業であるからには、従来の制度のよさも充

分に採り入れる必要が ある。これらの点を考慮に入れた適切な要員管理制度が確立されること

が望ましい。

べ

■
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4.ソ フ トウエア企業における情報処理要員の養成確保

一
,～ ・;.・}パ琴:三.㌧

4.1ソ フ トウ エ ア 企 業 の 特 質,

現 状においては、 ソ7ト ウエア企業は情報化社会 をり一 ドする高度な知薮集約型産業とい われ

る反面、情 報化が進み脱工業化され た社会に残る最後の労働集約1 .・一端 も・い わ汁 た抄 する。

ソフ トウエア産業が なお創成期に ある とはいえ、 まことに矛盾をは らんだ体質を もっているの

を よく云い得て妙で ある 。

しか し、その将来を展望するな らば、 アメ リカに比べて数年の お くれがあるとはいえ、情報

化ρ進 展に伴 なって開発される シス テムは より高度化、大型化される ように なり、 ソフ トウエ

ア企業に対 して要求 され る専 門的要素もますます増1ハ .産 業 として も定着 してい く傾向が予想

されてい る。

ソフ トウエア企業 の資産とは 、一 に も二に も人材であって、企業と しての経験、実績は技術

情報の ドキュメン トとして会社 に蓄積されるかも知れ安いが、それを活かす のはやは り会社 を

形成 している人間をおいてはない。この よ うにソフトウエア企業の場合は、社員の能力を開発

し、.企 業全体のブ レンパ ワーを向上させて こそ、新 しい仕事に対する潜 在能 力が生み出され る

わげで ある。ソフ トウエア企業に とって、 要員 の充足と教育の問題は企業の将来を左右す る最

重要課題で あるといって も過言 ではない。

ソフ トウエア企業 なる ものの 特色 を今少 し く詳細にみてみ ぷ う。

第一には人件費が総経費の約40%を 占め るζとで、 コ ンビ=一 夕を設置 していない ソフ ト

ウエア企業にあっては60%を 超 える場合もある。

第二には 、製造す る製品が、 自社の意志 、計画に基づいて作 り出されるものはほ とん どな く、

ほ とん どが客先の要求や仕様 に従 ってシステムを作 り、プログラムを作る とい うこ とになる。

また一般 企業 と異 な り、.主流 となる業務(製 品)が 固定 してい ない うらみがある。

第三 には、要員が附加価値を生み 出すに至 るまでに相当期間がかかるとい うことである。そ

れ らの要員は単なる学問的知識に止 まらず、客先の需要に応え るため、相手企業 の特質 ・業務

を熟知、精通 していなければ ならないことである。 したがって要員は受注業務 を通 じて養成 さ

れ る場合が多い。

一21一
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4.2学 校 教 育 との 関連

4.e.1.学bttrX育 に対する期待tttt・ 、11

学校教育に対する期待度は、人材を欲する企業の性格によってそれぞれ差異のあること

は当然であるが、ソフトウエア企業について検討すると、その性格は大別 して 「設計」と

「製造」の2工 程に分けることができる。設計者に求められる資質としては、システムを

創造する独創性 と、豊かな思考力である。この場合、本質的にはプログラミング言語の知

識やハードウエアの技術などは要求されない。

一方、製造者に求め られる資質は、正 しい結果を生み出すための知識と、責任感である。

もちろん独創力とか思考力といったものは、多くの知識の習得の上に成り立つものである

か ら、基礎的な教育課程をおろそかにすることはできない。大学または大学院卒業者に幅

広い基礎的学問分野 と豊かな思考力を期待 し、工業専門学校や高校出身者に直接役立つ実

務的な知識と技術を期待するのが当然で あろ うと考える。

ソフ トウエア業界も、従来の初期段階においては、学校に於け る情報処理教育の体制が

整 っていなかったため、大学、高専、高校を問わず、企業に採用 した者に画一的な情報処

理教育を行なってきた。それにより高校卒の中からも非常に優秀な技術者が輩出してきた

が、将来学校e〈foける教育体制が整備されるに慾 へ また・ システム化の1譲菖が高度化・

大型化するに伴ない、巾広い学問領域の基礎を要求されるようになれば1や は り受入れ企

業側においても学歴格差を考慮 して要員の確保と教育体制の整備を図らなければならなく

なるであろ う。コンピュータ関連の各種学校(電 算機学校)に ついて考えるな らば、ソフ

トウエア企業にとっては、今までのとこーろ、遺憾なが ら一般卒業者と有意差が認め られて

いない。全面的に入社後の再教育'に依存 しているといってよい。む しろ運用技術要員、操

作要員 といった労働指向型 の要員 確保のため と割切 づて考 えている企業が 多い ごとは注 目

に値す る。

・ 次に人文系、理 工系出身者の能力の差異 を検討 してみ よう
。ハー ドウエア寄 りの技術、

・・たとえば ジステム・・プ ログ ラムとか
、ペ ーシ.ック・ソフ トウ土 アとか、 データ通信システ

ム等 の ソフ トウエアに関 しては理工系出身者が圧倒 的に有利であるが、一方、 ビジネメ ・

アプ リケーシ ョンとか、 ビジネス ・システムの分析 ・設計 な ど客先 との折衝、一般常識的

要素が増すにつれ て、人文系 出身者が有利になる傾向が 見られ る。また最 近の ようにアプ

リケーシ ョン全般 に統 計的またはOR的 要 素を要求 されるよ うに なると、理工系 ・人文系

－T-22一
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を問わず基礎的な数学の能力が必須になる。またシステムが大型化 し多要素化 して くる場

合・従来のような個人的アプローチでは到底無理で、それぞれ特質をもった技術者が集団

として総合的な能力を発揮することが要請される。 い
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4、2.2.新 卒 者 に 対 す る 教 育1

現在この業界では新卒者に対する教育 も次第に充実 してきており、期間的にも長期間

(約2～6ヵ 月)を かけることができるようになってきた。教育投資という面からみても

相当な金額に上る。ことにコンピュータ設備をもたないソフ トウエア会社にあっては、実

習のための コンピュータ時間を購入 しなげればならないから、大変を負担増となる。たと

えば大手企業の一社であるA社 の教育投醐 を具体例として挙げ撮(昭 和7鞍 実績)

対 象 人 員66名

教 育 費 用※1名 あたb20.5万 円
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講 師 延 人 数 ,50名

教 育 期 間85日 間

OJT指 導 員30名

年 間 給 与1名 あたり 平均90万 円

※直接経費のみ

このような投資にも拘わ らず、採用初年度は技術者としての隼産性はほとんどゼロに近

い。また一人の社員に対する教育投資は第一年度においてもっとも大きいが、第二年 目以

降においても、技術革新の進展、アプリケーションの新規開発のため、相当量の教育投資

を追加 しなければならず、この点でも一般企業に比べて最も教育投資に経費を くわれる産

業といえる。そ して、重要なことは、これらの教育投資は、会社固有の資産ともならず、

財産簿の上にものらず、社員一人=△ の頭脳の虫に蓄積㎡在る占い与こ・と一 に

とっては物品管理 ならざる、人間 とい う生 き物の頭 脳管理 をvい られゐ.わ嵯 ある－e-一 町

4.2.3.新 卒 者採用 の是非

次 に ソフ トウエア企業 にとって新卒者 を採用す ることの是非 を検討 してみ よう。経営基

盤 の浅い ソフ トウエア企業に とって、新卒者 を採用 し教育することは上述の ごとく大変な

経費増 で ある。アメ リカにおけ る ソフ トウエア企 業な どでは、コンピュー タ ・メーカー出

身者 、ユ ーザ ーの経験者等、すでに他企業で育成された人材を集 めることが最善 とされて

いる 。 しか しなが ら、日本 の現 状は必 らず しもそ うではない。これにはい くつかの理 由が

・挙げ られ る。

第一に、日本におげる終 身雇用制とい う労働慣 行で ある。ソ フトウエア業界は日本 でも

流動性の 高い業界の よ うに考え られているが 、そ れで も諸外国における ような流動性はみ

られ ない 。

第二に・械 国の鞠 処理技術が最近に至 って急速醗 達したので・アメリ殉 ごとく・

未だ自分を売りこめるほどに技術を身につげた人 々が少ない。また、わが国においては中

途採用者は、ともすると、思想や性格、協調性に難点を持つ者が多いと考えられセすい。

第三に、情報処理技術は発展の途 上にあるから＼優秀な人材によい教育を施せば、急速

に技術格差を埋めてい くことが期待できる。この方が高給を出 して有経験者を採用するよ

りも、コス ト。パ ーフォーマンスが高い。

その他多 くの理由を挙げることができ、ようが・わカ1国のソフ トウエア企業における新卒

一一
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者採用の比率は諸外国・て とにア刈 力に比べて著 し傭 い.そ れゆえにソ。トウエア企

業独自で高い教育経費を支払わねばならないのである。'(ア メリカの場合ば
、前任の企業

が教育経費を支払っていると考えても過言ではない。)

その結果として、わが国のソフ トウエア企業○年令構成ぱきわめて若 く
、経験も浅いも

のとなっている・ しか しなが ら・前述 したよう鰭 年である』だけに技術の習得も早 く
、技

縮 差 糠 めやす く・・ス ト… 一万 一・ンスは罐 の犠 採用老よりも高い
.今 後と

も・新卒者採用の傾向は続 くであろうが沖 途採用者の受入れは
、きわめて硫 な、マネ

ージメン ト能力を有する技術経験者に限 られるであろう
。したがって、新卒者教育のため

の多額の教育投資は今後も覚悟 しなければならない。このための税制面
、財政面、経理面

に関する国家的助成が望まれる次第で参る。'

4.5企 業 教 育 の 現 状 と問 題 点 …

ことばρ問題としてよく混同されるものに・「企業教剤 と 「企業内教育」とが ある.往 。に

して多くの場合は同一意味として解釈される。ここでは明確に区別 して
、

企 業 内 教 育
企 業 教 育{

企 業 外 教 育

とする・すなわち・企業がその目標 醗 鰍 韻 の勧 設定
、ス⇔ ズ.イ 。ベン トリー

等を勘案して行勅 教育が・総括して 「企i業教育」である.そ の内、企業白鯨 教育主体とな

って企醸 施する恒 「鱗 噸 」鋤 ・企業が企画はす・が・.教育の実施 夕綱
学校・教育幽 等咋 已 もの・または麟 り教育一 ス酬 用するものが 「企業瞳 育」で

ある・crr禁 牢 螂 教育・企業撒 ・い・・撒 使い
・・フ・ニェァ企業齢

ける'教育の現状をみてみることとする。

4.3.1.企 業内教育

(1)企 業内におけるOJT(OntheJob)教 育

企業敵 杣 て生産醐 に従事させ泣 ・ら教育効果を上げるのは
、・ス トと効果か らみ

て最も有利な教育手段である。また、 ソフトウエア企業の特質上
、基礎的教育を終えた後

では・客先 よぬ 受注業務を通 じて・はじめて客先の鵠
、纈 を知醐 育される場飴

多い。OJT教 育は必須であるといっても過言ではない。 しかしくややもすれば、肝心な
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学研 醐 障学 割 ・ブ呼rハ ・.チー・の能率を低下させる(足手まとい源 因と

,・軽 換 地 らOＬTの 耀 杜 げるためには次の館 櫨 を払わねばならない・

(i)本 人の潜在能力の範囲内での業務を与えてい るか。

.,叫 ㍗ ズ 鯛 嘩 娠 パ ノくイザー知 るか・・そのアドバイザーカ三定期的曙 価を行

なバ ・輯 ㌍ えているか・

㈹ ・業勘 醐 や・ノ ルつ の人員繊 噛 干割 とも飴 があるか・(教 育的見地か ら)

このよ う,に常に教育的配慮がな され た上での配員でなければな らない。大手 の一社で あ

るB社 では これを能率 よ く行な うために、次の よ うな方法を採用 している。

シ ス テ ム 事 業 部
.

{総 括 謝

1 1.1

課 課 課

謝

辞
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プロジェク ト
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/ノ
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/

.

膨 膨 修 勿z
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}

|

|

彪 多多
〃

'z多

笏
}口
笏彩
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'豆

ギ

〃 疹多
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%彩
1'

す なわ ち、組織単位 で ある課の編 成 と、事業単位 であるプ ロジェク ト・チー ムの編成 と

を縦割 り、横割 りにオーバー7乏 ズさせ、技 術要員は プロジェク ト・チー ムに参加 しなが

ら、同時に組織単位である嘆ず 吾ヵ1(～課に所属する。プロジェク ト。チー ムは 客先か ら受

注 した業務 の遂 行に あたるため、;各課か ら人材 を出 し合って編成 されるがN'定 常 組織と し
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ての課は、技術要員個々の職能水準を計画的k向 上させることによって、事業部全体の技

術能力を向上させようとするものである.個 ・の技術者にtどっては、 あたかも、謙 本籍、

プゴ況 ハ 』・チームは現住所に相当する.そ れぞれの課はソフト…已 ア製造に関する専

門卵 別の捜線 団であり、課湖 の技縮 標 と運営方針を もち、'註 証 すべき目標を

もっ1古 ろ・プPt"・ ハ ・チー・を組むに至 らな・い槻 模姓 麟 融 逗 独磁 内部

で処理させることがある。

このような複合的な組合わせにより・技術要員は一定あ技術レベル向上の目標を与え ら

れ、かつそれを実際の業務遂行の上に活かしながら習得することができるC新 しい業務

から得 られた、ノウハウとか、スキルは所属する課にもち帰 られ＼所属する全員に対する

新 しい知識の源泉 ともなる 。

この よ うな方法は、課におけ るマネージメン トと、 プ ロジェク ト・チームにおけるマネ

ー ジメ ン トの交 錯に より慎重な調 整を要す るが
、 これか らの技術要員の運用 と、OJT教

育 とい うことで大 いに考え られて よい問題 ではなかろ うか。

(2)企 業 内におけ る集 合教育

要員を一定期間業務 より外 して集合輸 すること底 企業の経鯉 念から発する企業ニ

ーズであるが、これは ソフ トウエア企業としてはある程度経営基盤が固まってがらでない

と、収支面か らも実現がむつか しくなる。小規模の ソフトウエア企業は家庭的雰囲気をも

ちなが鋤 率のよい経営ができるが、研究職 、社難 敵 勧 むける余裕が徹 くく、

技術革新の早いこの業界では技術水準◎維持が困難で、たちまちの内に取り残されて しま

う。

したがって折にふれ社内的確 合教育の機会をもつことは、こ魂 企業にとって、簸

嫌 味をもつ・ソフ トウェデ企業の場合は、・ンピ。一夕・メーカ二のよ'う時 期白勺碇

期的に集合教育を行なうよりむ しろご職位が昇格する時に、それぞれの昇格対象者に対 し

て実施している例が多い。 したがって時期的にはやや不定期になるきらいはある。

内容としては従来は新技術的なものに限 られていたが(生 産に直結するから)、 最近で

は専 門技術 に加 うるに、 プ・ジ・ハ ・リーヂ と して機能 で已 よう、プ 。ジ.ハ 。

チー ムの運用管理、 プ ロジェク トの見積評価、 シス テムの性能評価
、'下級技術者の評価等、

システム 。マネージメン トの要素が巾広 くとり入れ られて きている
。 これは、'ソフ トウエ

ア企業の要員が 客先 または関連企業に派遣され、 プ ロジェク ト・チ一 己に参加 し
、その中

で も主導的地位 を任 され るよ うに なってきたからである。↓"
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4.3・2・ 企 業 外 教 育

(11』 繊 一 ・

企業外OJTは 、 コンピュー タが急速 に普及 した過程、 メー カーあるいは ユーザーにて

技術 要員が極端に不足 した時期 に発達 した。この時期 にはメー カー、ユーザーとも外部の

要員 派遣会社 に大 き く依 存 していたので、 ソフ トウエア企業 も自社の技術要員 もしくは見

習を客先の負担で(特 に教育 のための コンピュー タの コス トは大 きい)教 育 することがで

きた。-1竺 長しているソフ トウエア企業も、この機会を有効に自社社員の

て養典 役起工き一越一 ー
ア メリカの場 合は、 コンピュー タ 。メー カーや先発 ユーザーで育った技 術者 がベ ンチャ

ー ・ビジネスを形 成 したのに比べ て
、社 会慣 習の異 な る日本 では、それらか らの人材流 出

は あまりみ とめ られず、その かわ りに外部か らの要員派遣 とい う形で、主 と して メーカー

に合流 し、技 術が育 った時点 で自社に戻 り、 ソフ トウエア企業 の人的基礎が形 造 られたと

考 えて よい 。

ソフ トウエア企業 として考慮す べき点は、自社の企業 目標に できるだげ合致 したノウハ

ウやス キルを得 られ る ような受入れ先 を選別 し、教育 目標をた て、少 しでも組織的に新 し

い技術 を吸収 し、体系化す るよ うにつ とめ なければな らない。ただ漫然 と売上げ を伸ばす

ために要員を派遣 する とい う.ことは 、将 来に大きな技術格差をもた らす結果 となる。特に

大型な高度 のシス テムになればな るほ ど、この外部OJT方 式 の効果があ らわれ る。わが

国におげ るソフ トウエア産業の基盤 を作 り上 げた主 な要因 といって も過言ではないであろ

う。

② 企業外教育機関 の利用

企業外教育機関の利用は主 として数年 の実務経験 を経た社員の個別教育が主 たる対象 と

なる。この場合、企業は経営上の ニーズに合わせて教育 計画 を立 て、教育 の実施は原則 と

してすべ て外部 の教育機関に委ねる。時 と して海外の研修機関 もそ の対象 として考慮 され

る。

:・ 企業撒 育 の よさは多 くの点を挙げ ることがで きる。(i)f也企業 の技優 者とDl・接触 によ一り、

広範 な堅 新鎚識を得 る己 にめ ぐまれる。(ID派遣 元企業の代表とも考 走 られ るの で、

常に 企業 イメー ジを意 識 し、自主的に物 事を考え.る.よ一亘になる。⑩種種酌女.交捗能 力、_問

夏 越 を要塞 さ一ねゐぷ{V)企 業 をはなれfみ て、省 みて自企業の よさを知る等 々で ある。一

面(i)長期間職 場か ら離脱す る 。(Ii)教育 費用が一般 的に高い 。㈹ 一般的にわが国においては

一28-・
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企業外教育の慣行が うす く、適当な教育機関が少ない等の難点が挙げ られる
。

搬 的にみてわが国の企業縮 は、できるだけ礫 内鞘 で安涜 漬 罐 露 な㌶

とい う傾向が強 く・諸外国にみ うけられるように
、将来の経営幹部候補生を一定期間企業

外の学校・輔 機関に派遣 して再教育 し、扶 第三者からの評価を うけ るふ う慣行にと

ぼしい・そのため・このような企業外教育を受け入れ縞 級教育機関はほとんど見当らな

い。また大学、大学院は研究の府として{こ の種の再教育を受け入れならしぐざた豊富な

鶏 経路 を対象とするe・・ekltじ訪 ぷ のがあるCこ のことは情報処理論 砺 野でも

全く例外では ない・情報処理研修センターカ凝 立さ泌 以前には
、この種の教育を遠 くア

メリカに求めることが 多か った。

この問題 を ソ・ トウエア企業に戻 して考えてみるに
、その ような高級樋 門教育を受け

させた帽 は・現状でダ ≡ モ分 三2ゴ ー的・地位商 口
ユとも延 している

層である・+期 間を企瓢 教育に派魅 せることは、ソフトウエア企紅 と
っ'ては、_

般 ユーザー よりもよ媒 刻な問題 となる・授業料な どの教育投資はさる ことなが ら
、高級

麺 麺 一 斑 にもひとしい・しか しなカ・ら、糖 べ銑 徹 資、

社員のモ・ル・ア・プ受 註 ≡ 遜
.巳 企業轍 育鍋 積勧 参加は、麟 経

営に余裕のある限り定期的に考えるべきであろう。

一般 　 ザーよりも
・よ賑 しい人的条件の『ドにあるソフ トウエア鑓 から、企業外教

育機関に要望したい諸点は次のごときものであろう。

(i)で きるだけ公共的性格 をもって授業料を低廉に してほしい。

(D弾 力的なク ラス運営を計り、技術要員ができるだけ出席 しやすい時期、時間に開講。

たとえば1週 間1セ ッションの講義を毎月1回 もつとか、夜間開講を考える。

⑩ 長期基礎的コースと、短期上級技術的コースとを設ける。

{v)施 設鮪 効に開放 し・研究室(研 究生)制 戯 作。てほ しい。コース・テーマを流動

的に してほ しい。

ω 派遣先企業のニーズを先取 りし、市場調査的観点に立って教育コースを設定 してほ し

ho－

⑭ 研修生に対する評価については忌揮ない講評を企業側へ報告してほ しい。

四 わ綱 に締 て・企業外輪 の籔 性を、もっと経瀦 猷 啓蒙してほ しい。
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4.4一 要 員管 理 の 問題

4.4.1.ジ ョブ㌔ ローテー ション

ジ ョブ・ローテ ーシ ョンの問題は きわめて長期的観点に立 って考慮 されなければな らな

い。情報処理関連技 術は、その奥行 も間口 も大変広いため、中途半端な技術の 習得は技術

者本人に とって も不幸になる。配属時にあた り充分慎重 に本人の適性を把 握 し、考慮 し、

性格能 力に 合っ た技 術分 野、職能 をあてが ってや らねばな らない 。一旦 プロジェクト・チ

ニムに配属 したな らば、 あい まいな仕事は許されず、徹底的に ひとつの技術分野を習得 し

なければ な らない 。これは本 人に自信 と、新 しい知識に対する正 しい欲求を起させる手段

ともなる。

まず、ひとつの技術分 野に秀で ることが、本人(と って も企業にとって もプラスであ り、

それを中核 として次第に関連 分野への ジョブ 。ロー テションを考慮 してやれば よい。情報

処理の分野には多 くの優れた技術者がい るが、彼等はそれぞれ異 なった、 中核 ともなるべ

き専 門分野を きめ てい る。そ して、それ らの専 門分 野を基盤 と して、広 く深 い学識 ・技術

を 身につけた人 々なの で ある 。このことは、そのまま個人の ことか ら企業 について もいえ

る。 ソフ トウエア企業そ のものにとってもそ のままあてはめて 考え ることがで きる。基 盤

とな るべ き専 門分里尤撤 加 一μLト 汐モチ 企業ぼ成ウ充 だなヤ、。

上に述 べた ように、ジ ョブ ・ローテーシ ョンに際 しては、 当人の もっとも専 門とす る、

かつ経験 を充 分に 活か した技 術 をも とに して行 な うの が最 も望ま しいのであるが、現実 に

は、 ソフ トウエア企業 の性格上 、なか なか個人 の能力に基いて ジョブ・ローテー ションを

行な うことが困難 である。これが続けば、'やがては優 秀な社員は企業を去 ってい く。こ う

した ことを防 ぐ意 味で も、 ソフ トウエア企業は独 自の専門分 野 をもっていることが望 ま し

い。

芦

4.4,2.キ ァ リア 。パ ス(職 務経路)

一 般的に情 報処理の分野においては、オペ レー タ、プ ログラマを軽視 し、 シス テム ・エ

ンジニアやシステ ム ・ア ナ リス トを重視す る傾向が、と もすれ ば見 られ やすい。前 者は後

者に至る一過程か、後 者に対す る下位職種で あるかの ごとく誤認 されている。た しか に、

オペ レー タ、 プ ログラマといった職種は新入社員が配属 され る し、年 令的に も比較的若 い。

また、プログラミン グ技術を知 らず して、真の シス テ ム・エンジニアた り得ないか ら、そ
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の過程 としての職種 とも考 えられな くは ない。 しか'L
,近 年 め コンピュー タの発達、 オ ン

ライン ・システ ムめ普及に伴ない、オペ レー タ、プ ログ ラマに も高度な専 門的技術が要求

される ようになった し、プ ログ ラミング技術の観点か らはなれたシステ ム工学 的発想 も要

求されるよ うになった 。か くして従来 のような画一的な キャ リア ・パスで は一律1に律 しさ

れず、iー ザー企業 におけ る と同様、 キャ リア:パ スの多様化が必要 と支 った。

次va-一・例と して大手 ソフ トウエア企業C社 のキ十 リア ・パスの考え方を示せば
、

s
、

プロジェク ト・リーダ」

1役 員1
L.___

「 一一一一

セ ン タ ー 所 長

シニアSE

1級 、SE.

2級SE

シニアPぷ

部 長

クフレ≠プ ・マネージャー
次 長 ・

課 』' 、長 ・

1級P蓄

2級P承 ノ
スー く_パ イザ_

課 長 代 理

係
主

長
任

シュニア'プ ログ ラマ

コ ダ

チ ー フ オ ペ レ一 夕

オ ペ レ 一 夕

書 記

(

1一 二 一 一 一.一 一 ー ー 一 一 一 二
、「1

見 習 社'員
1(』

L-一'_________一 〉{

書 記 補

※PR=プ ログ ラマ

この特色は、 シス テム開発要員 とセ ンター運用要 員 とを同格 な別系列 に位 置づけて取扱

っている点で ある。これは ソフ トウエア企業 の将来の発展の姿を、 ソフ トウエア開発のみ

な らず、 タイム㌍ シェア リング;-tiン ター(共 同利用センター)の よ うだ高度の技術を必

:要 とするセシタf≒運 用にも求め ているhSら で ある
。事実、この よ うなセ シタ_運 角には シ
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.ステム開発とは全 く異なった高度の運用管理技術を要求されるからである。

また、現在いまだ顕在化 していないが、将 来起り得る技術者の老廃化現象に対処 して、

その解決策のひとつとして活用で きる意味合いも持っている。年功者に対して、職種の上

下関係ではなしに・同格関係で処遇する方途 も・日本的企業では充分考えてお く必要があ

るか らで.ある。

いずれにせよ、航空機や船舶を例にとって も、それを開発、設計、製造する人々と、そ

れを運航、.運用する人々とは、本質的に異なった職能 と、教育目的、教育過程が要求され

ることを銘記すべきである。

前述のキャリア ・パスで附言すべき点は、技術載が 自己の技術的能力の壁に行き当った

場合、その救済的 ジョブ・ローテーショ'ンどして1シ ステム/プ ログラム技術者 → セン

ター運用剛 者〔 一般事端 へと職搬 更し捕 るような腿 も考えておくべきで

ある 。

4.4.3.技 術 者の定 着化

せ っか く養成 した技術 者が簡単に退職するのでは 、教育投 資が無駄になるば かりでな く、

企業のン ゥハウ働 醜 も流貼 ひいては企業?イ メージ'ダ ウンにつな劫 ・ ソフ
　に

トウエア企業の難 をゆるがす問題ともなる ・技i… 凱 醐 題と しCQthli・29・Q

(縫 竺 遡 』 一一…一
技術者は、自分に与え られた業務 目的 を達 成するま、では、 自己の全 力 を注いで業務遂行に

,勢 力する。逆 にプロジェク トが終了 し、・,次 のプロ ジェク トが決 まるまでsそ の間に心のす

き間と伝った ものが生 じやす く、 また他か らの誘いに の りやすい危険が ある。この対策 と

しては 、そ うい う期間に普段果せなかった高度の新知識め勉強、 あ るいは新分野の基礎 的

教育 を行な うことによ り、新 しい刺戟 を与え、希望 を湧かせ ることがで きる。また、一人

もしくは数名でできるようを少規摸Ω技猶 野を担当させることは、少 数≡ きる

とい う過信 と錯覚 を与えやすい 。

この よ うな理 由から技術者の定着には、教育面、処遇面の配慮 の他 に、大規模でかつ長

期的 なプロジ ェク トを受注す るこ.とが効果的である 。

また、この よ うなプ ロジェク トでは、小規模 システムでは経験で きなか った ような新 し

込 システム設 言披 術や ノウハ ウを体得 する し・技術管理Q面 で実 際にマネージメン トを0
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∵・JT教 育 で きる とい う教育面 の効果が ある。

アプ リケーシ ョン ・パ ッケー ジとは、 ユーザーのほ しがる よ うなア プリケーシ ニシの二

』一ズ(需 要)を 先取 りし
、市場調査、仕様決定、.システム設計、 プ・グ ラミ『ン久 文書化、

セールスの一貫 した業務を行ない1完 成 した ソフ トウエア体系 を提供する ことである
。

従来、受 身的立場であgた ソフ トウエア企業を技術的には ユーザ ーに対 して同格 あるい

はそれ以上 に レベル ・アップさせ るよい方法である。これに より、 市場調査 とか需要開拓
、

セール スとい った従来の ソフ トウエア企業 になかった ノウハ ウを体得す ることがで きる
。

これには全体 を一貫 して統率で きる管理能力と、経 営者のマーケッティ ング上の決断が必

要であるが、技術者に とっては新 しい分野とノウハ ウへの挑戦 とな り、定着化に大いに貢

献するであろ う。現にわが国の大手 ソフ トウエア企業 でも、独 自のアプ リケー ション ・パ

ッケージを もってい る企業の成長率が 高いこと、 定着率の よい ことに注 目すべ きであろ う。

一方
、 ソフトウエア企業 の体質 として、技術者がすべて安定 し定着 して しまって よいか

とい う別の問題 も生 じて くる。安定と成長 とは元来相反す る要 素で あるか ら、 む しろ有能

な技 術者に とっては働 きやす く、努力 しない技術者には定着 し難い体質 をも三)必要も生 じ

て くる。

したがって一般企業 よbも 給与、昇進等の点で多少、 能力主義 的にな らーざるを得 ないで

あろ う。将来社会 的傾向 として人 材の流動性が高 まるとするな らば、'やは りよ広技術者が

集 まる企業 でなければな らず、たとえ流動性が多少高 くなろ うとも、常に若 くて優秀 な人

材が集 まって くる よ うな企業 でなけれ ばな らない。ここに こそ、 ソフ トウエア企業の成否

を決 める ポイン トが あると考え られる。

4.・5今 後 の要 員 の 養 成 確 保 の ため に

一 竃一 一』 県 ∪・軸 救 って永遠に拓丸し軋
望 』ばな』 あら崎迫=り 、'ソフ トウエア企業のみならず、わが国産業が知識集約

型を指向するならば、企業の大小を問わず、全企業に課せ られる課題となろう。このような企

業努力を今後とも継続することを前提として、ソフ トウエア企業は政策に何を期待するであろ

うか。

4.5.1.融 資 制度 お よび委 託開 発制度 の拡充

ソフ トウエ ア産業が健全に発展す るために融資制度および委託開発 制度の果 した成果は

一3,3一



きわ めて大 きいものがあるが、・今後 さ らに一層の拡充に よって、 ソ.フトウエア産業全般に

対する一般の評価が高 まり、金融界 よりの信用度 もま し、これは ひいては企業 イメージの

向上に よる優秀な人材確保 に通 じる。経済的基盤 の強化 な くしては優秀 な人材 も集ま らな

いo

4.a2.ソ フ トウエアの価 値の認識 と改善

ソフ トウエアの市場価 値を高め、開発段階 より一歩進んで教育 ・養成費用を も加味 した

プ ライシング(価 格づけ)が 認められる よ うにな ってほ しい 。従来は教育費用は一般管理

費の中に包括 され、そ れが間接的に価格づけに反映されていたにす ぎないが、今後、ソフ

トウエアが 目的別、手法別 に分化されて くれば、当然 その ソフ トウエア開発 に必要 となる

教育 内容 も異なって くる 。これ を従来のよ うに一般管理費と して包括的に とり扱 うのは 当

を失す る。当然新 しい価格づけ の考え方が必 要となって こよ う。

ま た、わが国においては末 だ一般的にユーザーが ソフ トウエア開発 の負担を直接 メーカー

に依存 し、 ソフ トウ エア企業へ発注 しない傾向が見 うげ られる。諸 外国に おいては、漸次、

'

ソフ トウエアの価格が ハー ドウエアか ら独立 してい く傾 向にあるの で、近い将来に ソフ ト

ウエア市場 の確立を 計る施策(法 的保護、価格づけの一般的方計、流 通市場 、開発援助、

教育に対す る税制問題等)が 必要 ではないか と考え られる。

'4
.5.3. 、教 育投 資に対 する政策 的配慮

企業教育の問題 は上述 した よ うに、本 来企業努力に よって解決 すべ き事柄か もしれ ない

が、情報処理産業 の歴史が浅 いだけに、自力で未経験者を教育 ・確保する負担は、体質の

末だ脆弱である ソフ トウエア企業 にとっては過大である。この対策乏 して、ξ教 有用に限定'

す る コンピュータの手当てを容易にす るとか、教育用 コンピュー タ 同利用「ゼシプ・=の

設立(施 設を共同利用 し、教育内容、講師等は各企業が独 自に手配する)、 コンピュータ

メーカーに対 しては自社向けの高度の情報処理教育の提供、公開を義務づけ、これに財政

的援助を与えるといった政策的手段が望まれる。

また、情報処理研修センター等のごとき公共的教育機関の積極的開放(特 待生制度、派

遣研究生制度、授業料の低廉化、夜間開講等)が 望まれる。従来とか くプロジェクト開発、

ソフ トウエア開発のかげにか くれて等閑視されがちな情報処理教育、これに関連する一連

の人事処遇の問題にも焦点があてられることを切望してやまない。

一34rr



5・ 企業における要 員教育の諸問題

5.1'要 員 構 造 の 変 化

従来の コンピュー タの応用は、 コンピュータ出現以前に行なわれ ていた
、 または考え られて

いた手法に よるコンピュータ化がほ とん どであった
。しか し、 コンピュー タ利用の技術が進ん

だ今 日では、あらゆる新技術に コンピュー タの利用を前提として考えることが普通 とな
ってき

た。たとえば、無人冷 凍倉庫、国際空港貨物 システム
、 コ/テ ナー ・貨車等の配置計画、 大型

航空機 ・大型船舶等の 自動操縦 な どを挙げ ることができる。適用業務の範囲が拡大 し
、その 目

標が高度 になれば、解決 シス テムを構成す る諸要 素も激増 し、かつ、そ こに適用され るい ろい

ろな手法は高度な ものとな り、必然的 に動員 され るシステム要員 の増加が要請 される
。オ ンラ

イン・システム、 デー タ 。ベー ス 。システム、 あるいは総合経営情報システムな どと称 される

高い レベルのシステ・にあっては鈴 ま・でにみ られな噸 どの大量かロ鄭 重欲 鞭 必要 と走

る。

また、コ ンピュータが タイム ・シェア リング ・システムを代表 とするよ うな開放的利用を指

向 してくると、コンピュータ要員 とは呼べないまでも、 システムのオペ レーシ ョンの一部にた

,ず さわる、それに近い要員の拡大に結びついて くる。たとえば銀行、証券業 におけ る営業第一

線の人々はオンラ イン・シス テムを通 じて中央の コン ピュー タのオペ レ
iVシ ョンに直接たずさ

わることとなる・さ=代 一 一 ・蟄噺 世代の

コン ピュータの価格 性能比が数倍に も向上することか ら
、新世代 への移行は旧来の業務の単純

移行ではな く拡大移行 の道へ とあゆま ざるを得な くなる吊 れ蝉 に・・一 ドウエアの性能向上

のみ ならず、高級な システム ・プ ログ ラムの採用によってペ一台のコンピュー タによる多重処

理が可能 となることにもみ られるとおり、 ソフ トウエア技術の向上に よっても
、 もた らされる。

以上の要員増大の理 由以外に見落 してな らない ことは、 コンピュー タにまつわる技術 の革 新

で ある。新 たな装置、新 たな シス テム手法、新たなデー タ処理形態
、新たな ファ'イル概念 など

挙げれば枚挙にい と.まがないが、 これ らの革新がさ らに一層の要員増大に結 びついているので

ある。

(

・めまぐる しい技術の革新は旧来の情報処理要員を陳腐化 してしまう
。新 しい技術になじむた

めの教育訓練が要求される。本来な らば、年間二百数十 日を数えることのできる生産活動も
、

新しい技術を習得するために、絶えず再教育が必要となり、稼働率は著るしく低下してしまう。

,その生産活動を維持するためにはさらに余分の補充要員が必要であり
、このような補充が確保



されては じめて、生産 ラ1イシをはなれぽ 員渡}泣 徴 能 ・弼 説 とができるのである・

技術の革新は一般には人員の削減に貢献するのであるが、技術進歩のはげ しい情報処理の分野

にあっては、ここ当分その逆の傾向が続 きそ うである。質を確保するためにも量が要求さガるζ

のである。

このよ・うな理由から情報処理要員ほ急増 している。一企業において数百名の要員をかかえて

いるどヒち速まれ ではなくなってきた。・当然、これ ら要員の養成は大きな仕事であり、問題点

となっで『く鵡ぷ金葉における情報処理教育の必然性がここに存在する。

このよ うな要員(δ急増は単に量的な増大を意味するにとどまらず、その要員構造め変化をも

ひき起 しつつある。要員構造の変化を適格に把握 してお くことは、今後の情報処理要員の教育

および養成に正 しい方向を与えるごとに通ずる。

ご'・

5.2職 能 の 細 分 化 傾 向 と 上 級 ・下 級 職 能 の 分 離 傾 向

初期の段階では、一人 の人間が該 当業務 を分析 し、新 しいシス テムを設計 し、プ ログ ラムを

作成 し、 オペ レー ションまでも見届 けた時代が あった。つ ぎには 、業務分析 、シス テム設 計、

プログ ラミング、オペ レーション等の職能が分化 していった。いまではそ れ らの職能が さらに

細分化されつつ ある。一例を挙げれば、一般にシステム・エンジニア(S'E)的 職 能 とよばれ

るものにも、現状調査 と分析 および基 本設計 あだ りまでの仕事 を主体 とす るシステ ム計画者 、

(シ ステム ・プ ランナー あるいは システム ・アナ リス トとよばれ ることがある。)と よばれる

職 種 と、基本設 計に基 づいて 詳細設計、'技術設計、各種調 整、性能評価等 を行ない、システ ム

仕様書 をま とめあげる システム設計者(シ ステム ・デザイナー とよばれ ることが ある。)の 職

種に分化 してきている。さ らに これ らは、その 目的に応 じ、一般、 デー タ ・ベース、 デー タ ・

コミニ ュケーシ ョン等の技 術 を基礎に劇(た ものに細 分で きる。

プ ログ ラマについて も、ハー ドウエアの設計の時点 より密 接な連携を保 ちっつ、 オペ レーテ

'イttゾク}6シ ステムを構 成す る各種プ ログ ラムの作成や、プ ログラ ミング ・システム使用上 の指

導 と専 門的立場か らの助言援助を行 な うシステム 。プログラマや、問題解決 のための プログ ラ

ムのプ ログ ラミング ・テス ト、デバ ッグお よび文書化を担 当するアプ リケー ション・プログラ

へ 賠 は上記 ・働 システ 畑 プ・グ ラ雄 よびア刻 ゲづ ・ン ・プ・グ ラムあ保守的仕

事 を担当すゐ・・メ・インデナンズ ・プ ログ ラマ、さ らにぱ 上級 プ1ログ ラ'〔の 作成 した流れ図をもと

にコ.一デ ィングを担 当するジざ・ニア ・プログ ラ〔やゼLダ 安 どに分化 して きた。

い一方、オ ペ レー タも単に機械 を操作すると恒 う'段階『から進 んでぺ入出力操作や コン ピュー タ

ー36・ ∠…



直

■

か らの メッセー ジへの応 答を主体 とした仕事を行な うシス テム・オペ レー タと、』ゴジト 亘一 ル

カー ドや メッセージの分析、 ジョブの順序の変更、や り直 しの指示、 あるいは才ペ レ']デ イ ン

グ 。システムの生成や更新な どの操作指導 を うけ もつ 高度なシニア ・オペ レー タに分かれる傾

向が でて きた。

この よ うな職能の細分化は同時に上級職能 と下 級職能の分化を も意味 し、要員 の増大は管理

職の必要、それも情報処理業務に精通し、情報処理技術を理解できろ管逗巌δ必要をもたら1し

た。"-・"1・

灘 顯灘il欝1翼i㌻撫ii三iジ
、

タ)と い う同一職能に対 して も、画一的な教育では不適当である とい うことである。同 じプロ

グ ラマでも、 システ ム ・プログ ラマ と、アプ リケー シ ョン 。プログラマと、 コー ダでは要求さ

れ る職務内容が大幅に違 うので あるか ら、教育内容 も異 なって くるのは当然で、 たとえば アプ

リケー ション 。プ ログ ラマを対象 とす る教育 内容は、 システム 。プログ ラマ よりもむ しろシス

テム ・エ ンジニアに近い線 といった方が適切で あろう。

以上述べた ようにキャ リア ・パスの確立 とこれ に応 じた教育の実施とは、切って 惹切れない

密接な関係にある。 .層 『 ㌦-

'

5.5他 部 門 との要 員領 域 の 不 明 確』化

コンピュータ利用の拡大と高度化、およびそれによってもたらされた要員の増大は、 ゴンピ

ュタ部門の性格を大きく変えた。従来は システム分析、 システム設計の段階か らオペ レー'ショ

ンまでのすべての仕事を情報処理部門に配属された要員が面倒をみてきた。 しかるに最近では、

いわゆる企業内の 「=・一ザー部門」の要員がこれ らの仕事に関与する『よう『になうて きた6従 来

か らも 「オープン・プログラマ」といった類いの分げ方があって1比 較的小型(うぐ独立 した仕

事(主 として技術計算)は 利用者自身がプログラムを作成 してきた斌 最近でほ対象業務の拡

大、'総合化とい うことから、システム分析、システム設計等に動員される蘭遠音i門『(対.象部門)

の要員も急増した。その結果、 システム ・アナリス トやプログラマが情報処理部門以外にも散

醒 覚1撚薫竃1::ii黙i慾
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この傾向は強まって くるか も知れない。

このよ うな情報処理部門と他部門における要員領域の不明確化は、これ までのよ うな情報処

、理部門だげを対象とした要員教育では不充分なことを意味 している。部門とい う枠を超えた見

地か らの、全社的な情報処理要員教育を企画 ・立案 してゆ くことが必要となってくる。.・・.

5.4プ ロ ジェ ク ト・・チー ム 型 業 務 ¢!?増大

他部 門 との要員領域が不明確化 してゆ く一方において、 プロジェク ト・チー ムに よる機動性

に富む繊 連取 ピ,頒 白も出てきた・1青幸処 理部門か 垣 要員はもとよb・ そのプロジ・ク

トに関連すゐ全部門よ玖要員が参画 してシステム作りを行なお うとする方法で、この傾向{ま、

これま⑰ 時 季興 班 員とい う鯨 飲 き く琴えるだけで尊 く.・情拠 澱 育についても大き

く変貌を迫るものがあろ う。従来のような座学形式のみで多くの知識を与えるとい う要員教育

から、払=媒 ㈱ 翌 ステム設計に関上る基礎と五山← 速鐘 鞄 鴎 注せ、

あとは少人数グルーフ;による実習総 」とか、プロジェ之L二 重一ムに参加して、.そのプロジェ

クトに密接する知識を直接習得 してい くOJT教 育の方法に進むであろう。このことによって

システム(ひ いては企業)の 目標とニーズに合致 した効果的かつ効率の高い教育が得 られ よう。

特に情報処理分野のように革新のはげ しく・囚範な応用範囲にま.たがる分野の教育としては・

格好な学習形態といえ よう。

5・5シ ステ ム'エ ンジ ニ ア の 重要 性 の;獣,ミ 、 曽 三

過 去の情報処 理要員 とは、端的にいえばプログラマを主軸 とした要員構造であった。.今では

一般には システム ・エ ンジニアと総称され る要員群
、す なわ ち、 システ ム ・アナ リス ト、 シス

テム 。プ ランナ[、 システム設計者 な ξの重要性 と需琴 とが増大 して きた。対象 となるシス テ

ムが、大型化、複雑化 して くれば、 シス テムを構築す る仕事に担わ る人材が最 も重要な役割を

果たす よ うにな るか らである 。しかるに、この種の要員 は絶対 的に 不足 してい る し、そ の教育

にも長期間 を要 し、需 要 と供給 とのギ ャップは ますます深 まる傾向にあ る。通産省の情報処理

,実態調査(46年 度)に よれば、充 足予定率は39.8%と 依 然 と して低い.。これは充足予定で一 ・
あるか ら、実際 の充足率は もっ と低 くなる恐れ は充分 にある。

:!1まさ にユrず 一におげるシステム ・エ;rtジ ニアの養 成は急務で ある。従来とも コン ピュータ・

メー カーには比較的多数の シス テム 。エ ンジニアが養成 されてきたが、主 としてバー.ドウエア

指向型で あり、 プログラム指向型で あり、、セrル ス指向型で あった 。、実際の ビジネ4e －シ5テ

一3・8i,r .
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ムとか、新規業務の開発にあたっては、客先企業においてまた学び直さねばならぬとい う欠点

があった。

これ らシステム ・4一ン2=ニ アは、技術的には外 部教育機関 を利用 して育てると とがで きる と

して も、それ を企業特有の業務 または システムを扱える ようにす るためには
、企業内での訓練

指導 がさ らに必要 なわけである。 ここにメーカーの システム ・エンジニアとは異 なうた職能 を

もったユーザー 。システみ㌍ エ ンジニアの絶対的必然性が ある。

ワ

メ ー カ ー 側

シ ス テ ム ・ エ ン ジ ニ1.ア..
'"

一→ シ ズ テ ム 開 発
ユ ー ザ ー 側

・・シ ス テ ム 。 エ ン ジ ニ ァ

シス テ ム リ

ハー ドウエア ー→

プ。グ ラ㌘ 今 システムぐ一 アプ リケーシ・ン ← 業 務

以上のような情報処理要員の増大の背景にある要員構造の変化を充分反映させた情報処理教

育の体系を作り出してゆ くこと瓜 コンピュータ高度利用への第一歩ともいえよう。

5.6要 員教 育 問題 の シス テ ム 的 ア プ ロー チ

わが国にお・ける情報処理要員養成の問題点のいくつがにふれてみよう。'これは教育の問題の

みに存するのではな くて、わが国におげる企業のマネージメント、・社会慣習、労働慣行にも深

く関連する所である。

一般的にいってわが国に於ける情報処理教育はその広がうにお」そご華やか:きをみせており
、

諸外国に比べて遜色はないであろ う。しか し、・要員教育においては、(i

』 已.た.乙と、①キャ リア・パス(職 務繊)cと2醒 務田窓1の確立占嵐っ夷 制度が

企業内確 立されていなかrp-t・こと・《i)礫教育」企業内教育といった考えで、鞍 手軽

喧 成 しよユ とヨ え・ユ 砿 鮪 言趣 。環雛 備徽 魏 塾 純a}が か らみ合っ

て、満足すべ き状態ではなかった。これがまた、大量の要員需要とかち合って、慢性的な不足

状態を現出したのであった。■:、

たとえば、教育担当スタッフの問題にしても、多くの場合、些産第=主 義、..セニ友ス第=主 、

、…』 劫 毒 ←らつゴ・システム・エンジニアやブ・グ乏皿 洗 輩麟 手 間に教離 担当一しズ

ェ ちいがあった。た しかに第一線で経験の豊富左要員こそ、最新の技術と手法の所有者で

あるかも知れないが、彼等が最適の教育者であるかといえば、必ずしもそ うとは言えない。人
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材の育成には、これに加えて円満なる性格と ・における各種手法を駆使できム 能力上ニム

ユーマン ・コミニュケーシュ∠が大切 である。このためにも教育スタッフとしての専任制が望

ましく、また技術の陳腐化を防 ぐためにも、一定期限の ロ・一テーション制度が必要なのである。

一 ζさこの相庭 ゑ翌』 匹 調整主止るかが・一教育計画者の苦心の存す

る所である。

要員教育の内容が多様化 し、要員自体の職能が細分{ヒされていけば、それ らを結びつける教
{

一 の細力幽 追跡 フォ・一・アップ)が 必要となってくる。また企業教育

である限 り、経済性の追求とい うことは必然である。ことに情報処理教育の中には、コンピュ

ータの使用という多額なコス トがふくまれてくる。そこで、麺 投亘(遁 設笠Ω先行投資と敦_

こ寛塞施の直接ユスート=)や、軽易駿墜 佳医 乏悲生産性,(逸失収入)と 、教育による直接効1果、

間接効果等を定量的にとらえ、斑 泌 関連性を把握しておかねばならぬ。学校教育の場合は、

これ らの問題は二義的に考えればよいか もしれないが、企業教育の場合、教育投資と教育効果

の経済性の問題は避けて通れない問題てある。これらの定量的把握の問題は、最近各方面にお

いてとり上げ られ研究されるようになってきた。

情報処理にかかわりをもつ人間が、複雑かつ高度な仕事をコンピュータで処理するためにと

ってきた手法、すなわちシステム的アプローチをそのまま企業教頁の問題解明のために役立で

られないものであろ うか。定量的把握の方法論、因果関係の定性的、定量的追跡等は、従来の

教育問題の解決に大 きな前進をもたらすであろう。'㌦

5.7・ ・今後 の 要 員 教 育 の推 進 策

情報処理要員 を養成するための教育には企業内以外にも、各種の機関、方法が ある。従来わ

が国の多 くの企業が とってき.たような、企業内だけで要員教育に対処 しようとする方向は今後

得策 とはいえなくなるであろう。各種の選択基準、すなわち、効果性、経済性、効率性、企業

環境 と発展への適合性、.継続性と融通性等々の観点か ら十分に検討したうえで行なわれること

が望ましい。もちろんすべての従業員を企業自体で教育することはむずかしい。同様にすべて

の要員教育も、自社企業のなかで実現することは不可能である。こうした場合、先の選択の基

準にもとづき、企業教育の一環として、それ らの企業外教育を位置づけ して、・積極的に利用し

てい くことが望まれる。

企業における要員教育を推進するためには、少なくとも次の諸点を満足するようなアプロー

チが望まれる。
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(・戊 鎌 内の繍 処畷 員oキ ・ ウァ … スと・醗 内徽 立脚 した目酷 艘 醸 育体系で

あること。

② 企業のもつ諸環境条件を考慮したコース体系とコースの位置づけを行な うとと。

(・)企 業酪 を問 わずほ 的にあっ撮 適の教育機関 ・方法を体系の中に くみ入れていくこ

と 。

ω 教育投資と教育効果と剛 敵 把握できる垣 微 音管理㈱ をとり人柄 こと。

などを挙げることができる。

以下にそれ らの具体的なアプローチについて若干ふれておこう。

(a)一 と職務内容の具体化

効果的な要員教育の体系確立は、各職務内容を具体化、明確化すること、キ王リア。パ

スを明確にすることが前提となる。これらが明 らかになれば
、企業の二二ズと育成の方向

に合致した教育体系を構成することが可能になる。そのために、次のごとき段階での分析

と総合とが必要であろ う。'

ω ・腔 塑 鐡 ⑳ 析'

現在の各職願 員の職務内容を分析することにより繊 的嚇 酪 の記述が得られる。

ω 一 旦長期計画の分析

将来を見通 した職務予測と新 しい職能および将来的キャリア・パスの予測ができる。

CiD.キ ャリア 。パスの白薙化

(i)と①の分析にもとついて具体的なキャリア・パスを確立する。

{ψ 職能 ごとの職務内容の具体的記述

ω 教育体系確立のための主要なポイン ト

キャリア ・パスと各職能 ごとの具体的職務内容が明らかになれば、各職能を結ぶ要員教

育体系の各段階 を規定することができる。

(り 具体的学習目標の設定

各職能ごとの具体的職務内容から、各職能に要求される学習目標が具体的になる。

「何を、いかなる方法で、 どの程度、できる必要があるか」とい う具体的学習目標にお

きかえることができる。

(ii)モ ジュラー型教育体系の確立

各職能から導 き出された具体的学習 目標を相互に比較検討すれば、異なる職能間にも、

共通的に要求される学習目標が見出せる。たとえばシステム・エンジニアとシステム。
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プ ログラマに共 通に要求され る目標、アプ リケーシ ョン・プログラムとシステム ・プ ロ

グラマとに共通 に要求される 目標な どが明確 にな り、これ らをひ とまとめにす ることが

で きる。これ らの共通項 目をひとつ のモ ジュール(教 育の最小単位)と 考える:。それぞ

れのキャ リア 。パスに従って必要 とす るモジュールを くみ合わせ、積み上げて ゆ くと、

モジュラー型の教育 プログラムが編成される。ひとつひとつ のモ ジュールが学習単位で

あり、コースに相 当する。このモ ジュラー型の教育体系は変化に対応で きる教育体系で

あり、選択度 と開放 度の高い教育体系 といえる。

㈹ 各種情報処理教育機関の位置づけ.・ …,

モ ジュ ラー型 の教育体 系は、その選択性 と開放性の性質か.ら,して企業の内外 を問わず、

適切 なる教育方法 、教育機関を くみ こむ ことがで きる。外部の教育 コースをその一環 と

して くみ入れ ることが容 易で ある。企業 自身で対処 し切れない よ うなモジ ュー ル(教 育

コー ス)に 関 しては外部 の最適の教育機関 を選択 レて位置づける ことがで きる。

このよ うに してで き上った情報処理 教育の体系は、 たとえその一環 として外 部の教育 コース

を くみ こんだとしても、 あ くまでも企業の性格を充分に活か した立派な企業教育 である。 また

各 モジュールとモジュ ールとの間に しか るべ き現場のOJT教 育 を位置つげれ ば従来み られな

か った ような効果的な人材開発の教育となるで あろ う。

今後多様化する情報処理 の分野{ζおいて、多様{ヒに対処 し得 るよ うな教育体系の立案、それ

に よる人材開発が最 も重要 なキィー ・ポイン.トとなるであろ う。

、
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6.一 般 市 民 に 封 ず る情 報 処 理 教 育 ぷ"・

6.1一 般 市 民 教 育 の 必 要 性 と 目 的

今後におけ る経済社会、 市民生活の機構は、情報処理、情報 サー ビスを'主体 と した、 より高

度の情報化社会へ 指向 してい るといわれてお り、特に知識集約型産業 の確立を 目指すわが国を

は じめ として、先進諸国においては、その傾向が急速 にたかま りつつ ある。

しか も情報処理の機 械化の傾向は、当初 は企業内業務 の合理化がその主体 とな っていたが、

今 日ではひろ く市民生活 の中にま で浸透 し始めてきてい る。た とえば、金融機関に よる預貯金

のオン ライン処理、カス トマー ・フ ァイルの集中化、ク レジ ット・カー ドの処理、電気 ・ガス・

水道 ・電話 など公共料 金の 自動振 替制度、運転免許 ・自動車の登録、求人 ・求職 の適切 なる紹

介、 列車 ・船舶 ・ホテル ・旅館な どの予約な ど数多 く、今後 さらに流通 ・医療 ・交通 ・教育 ・

行政 な ど広範 な分野 におい て、市民生活 と密接にむすびついた面で多 くの システ ム化が見通 さ

れている。

この ような経済 社会 におけ る多 くの活動の変化は、当然ながら一般市 民生活に も多 くの変 化、

影響 をもた らすで あろ う.さ らに一部では、それらの変化へ の適応 を強制せ ざるを得ない面 も

多少は表われ て くることが予想 され る。

一 方
、一般市民生活 の接触 面での システム化に 当っては、単にそ のシス テム 自身の機能がす

ぐれているとい うだげ ではだめで、そ の活用、成果について一般 市 民の理解 と合意を うること

が、 システム導入の成否の ポ イン トとなることはい うをまたない。

ここに一般 市民に対す る情報処理教 育の主た る必要性があ り、 しか畠もシステム化の もた らす

変化 の量 ・影響 ・効果が大 きけれ ば大 きいだけに、必要 とする教育の量の大 きざ も要求 され て

くるので ある。

情報処理の分野におけ る一般市 民教育 とは、政府 ・企業 ・各種団 体な どの組織体が、一 般市

民 との間に健全かつ生産的な関係をつ くることを目的 とした もので あり、具 体的 には、 第一 に

情報処理に関す る正 しい理解 を得る ことによって、今後におけ る各種の施策やサー ビスの提供

が、抵抗な く円滑に受け入れ られ る素地を つくることであ り、第二 には 「受け手」 としての市

民からの フ ィー ド・バ ックを うけて、 システ ムの改善 ・向上 をはかること、第三には このサイ

クルの繰 り返 しの過程 にあって、市民サ イ ドか らの新 しいニーズを喚起 して、 これによって新

しい システムの需要を知 るとい うことに目的が ある。
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6.2一 般 市 民 の 階 層 と教 育 目 標,・ 教 育 手 段 ㌧ 、・:t:f、.～ ニ

一般的に教育に関する基本的なサイクルは下記のごとくにあらわせる。

教育 ・

教育目標の設定

教育方法の体系化

教育の実施

教育効果の測定

L

学校教育や企業教育の ごと くに、特定の 目的を もった 「受け手 」を対象に.した教育では、 こ

のサイクル をあては めるには さほ どの困難さは生 じないで あろ う。

しか し一般市民を対象 とす る場 合には、教育の 「受け手」がきわめて広い階層にわたる こと

から、種 々の複雑な問題 が起 って くる。 した がって、市民を対象 とす る場 合は、市民各層のい

ろいろな欲求点 を土台 と して、そ れぞれに対応 した教育手法を とる必要が生 じて くる。

市民 教育の立場か ら一般市民を階層分類す ると、大別 して、(1欄 心 層、〔2)無関心層、(3逃 避

ずる層、に分け られ よう。

また現段階 としては、

㈲ 興味を喚起 させ る段階 なのか

㊨ 理 解を徹底 させ る段階なのか

(c)ニ ーズを刺激す る段階なのか

⑥ 利用を促進 させ る段階 なのか

などの現状 の課題が どこにあるのかを明確に し、 この課題 と前 記の階層別 とを組合わせ ること

にょり、当面の教育 目標 や教 育手段が定 ま?て くる。

なお、共通点 と していえる教育方法の着眼点は、

.o教 え たい一連の概念 を、 市民の経験的 な事実 に即して考え させ る。

O「 受け手]で ある市民 が、 自分 自身で客観的に評価できる ようにす る。 t.t、

O仮 定 と事実 とを明瞭 に区分 し、 あいまいな推論はさけさせ る。 、s

な どであり、市民の興味 や好奇心を活用 し、いたず らな緊張感 をあた えぬ よう留意す る ことに
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よって大 きな効果を あげ ることができよう。

次に各階層別 に考 察 してみ よう。

◎2・1関 心 層

(D.指 導的 な階層

関心層 の うち、特 に注意 をは ら うべ きは、オ ピニオ ン・・リーダーと して社会の各分野に

おい て リーダー シ ップをとる人 たちである。

この階層¢)一部の人た.ちには、 とか く大衆の興味 をそそ るために、意 外性や特異な反面

を強調 しがちで あ力、そのために世論 にゆがみを生 じさせ る恐れを多分に もっている。 し

・たが って ・ これ らの人 々に対 しては、正 しい世論形成のために も・ トップ ・セ ミナーや国

際 シンポジウムな どの開催を通 じて、世界的 ・客観的視野をひ ろめ、最 新かつ正確な情報

を常に提供す る ことが重要で ある。また最近は私的な懇談会や少人数の勉強 グループがつ

くられているか ら・それ らの場 における意見交換や情報提供 も有効 な手段 となろ うρ

(2)直 接 的な関心層

直接的 な関心層 としては、身 近かな問題 と して コンピュー タの利用、情報処理 の応用 を

考えている層が ある。

従来、 これ らの層 に対 しては、市場開拓、 ユーザー教 育とい う立場か らメ.=ヵ ⊂ やサー

ビス提供業者が もっとも力を入れて き,たところであるが、公共的見地、第 三者 の立場 か ら

も教育を強 力に推進す る必要が あろう。それはメーカー ・サ イドか らの教育が ややもすれ

ば市場開拓 を第一義 として偏す る恐れが な くもないか らで、 これを是正 す る意味で、も、大

所、高所 より見た、第三者 に よる教育が必要 となる。

教育の手段 と.しては、 同一業種を集めて経験的な問題 を取 り扱 うインダス トリー ・セ ミ

ナー、ケ ー1ス ・ス タデ ィや ビジネス ・ゲームft.どの 問題 解決型 セミナー、情報処理 の社会

各分野 に及ぼす影響を勉強す る社会開発型セ ミナー、あるいは コンサル タン.ト的 な社会開

発型セ ミナー、 あるいは コンサ ルタン ト的 な教育手法を採 り入れた各種 相談室な どを挙げ

ることができる。

(3).間 接 的な 関心層,

最 も人数 の多い階層が、間接的に閣[♪をも,ってピる一 般大衆層 とい う ことになうう。 こ

の階層 の もつ関心の 中核をなす ものは、 .・,..・ ….、

Oこ れか らの市民生活が ど う変 ってい くのか
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Oそ の変化 による影響 ・効果は何か ∴1"

Oそ の変化に対 して市民 としてどう対処すべ きなのか

な どの生活変化に対する疑問で ある。また情報 あるいはサ ー ビスの提供を受け るうえで、

それ らの利用について 自由選択 の余地が あるか否か、情報 サー ビスが得 られやすい反面、

自分 自身のプライバシー も他人 に利用 されやすいのではなか ろうか・・このように一方的な

お しつけや画一化 に対す る危惧、プライバ シーの侵害に対す る不安な ども当然の関心事 と

して起 って くる。

したが って、 この階層に対す る教育 としては、事実 概念教育が主たる内容 とな り、むず

か しい理論、抽象的言辞 は不必要 であり、デモンス トレーシ 。ン(展 示 ・実演)、 施設 の

公開、見学会 あるいはマス ・コ ミニ ュケー シ 。ンの活用な ど、一般的手法を通 じ、継続的

に くり返 し、 〈り返 し、上 記疑問や不安に こた え ることが必要 であ る。

一般的 に個人ぱその属する集団か らさまざま在影響 を うけ、またそ¢・集団にフ ィー ドバ

ック して、そ の集団の 目標をきめてゆ く。 した がって市民教育にあっては、 目標に向 って

行動す る集団 をつ くりあげ ることが大事な着眼点で あ り、上記の最 多数集団層に対するア

プ ローチ、方向 づけが、一般市 民教育のなかで最 も重視 すべ きものとなろう。

(4}反 対 層

上記各階層 と異質な ものに、常に体制に反対 し、あるいは 合理 化に対 して背をむけ る階

層が ある ことも否定 できない。後者 は雇用 の安定 化や労働条件の向上 を 目標 とす る労働組

合の一部 にあ り、前者は本来の機能 よりも派生的な機能 ¢)もつ可能性を誇大に強調 して

(た とえば国民総番号制度 を直ちに徴兵制度の実施 や プライバ シーの侵 害にむす びつける)

反 対す るグルー プである。

これ らの階層 に対 しては、運 用方法や市民の うける、 より多い恩恵 な どの理解を求 め、

そ の反論を弱め る努 力が必要で あ り、各方面か らの見解 を集 約できるパネル ・デ ィス カッ

シ ョンもひとつの有効な手 段 となろ う。

6.2.2無 関心層 と逃避層

当面 この階 層に対 しては、少な くとも反対だけは起 らない ような素地作 りが 目標で、積 極

的な賛成はもとより期待 し得ないが、 消極的な反対 に も走 らない ように留意すべ き階層であ

る。大局 的な社会の流れ にはしたが うように、 くり返 し的、日常的教育をもつ必要が あるだろ

う。
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具体的な方法としては前述 した一般的な方法と大差はないが、その反応をみながら徐々に

進めていくとい う地道な努力が必要となる。

6.ろ 教 育 媒 体 と そ の 特 長

.一般 の教育におけ る媒体 とは、教科書や教材、視聴覚機材 とい うことになるが、市民教 育に

おける教育媒体 としては これ とやや異な り、最 も有効に使え る ものはマス ・コ ミニ ュケーシ ョ

ン ・メデ ィアであろ う。 すなわち、

ω 新聞 ・雑誌 ・ポス ターな どのキ ャラク ター ・メデ ィア

(2)ラ ジオ ・有線放送 な どのオーデ ィオ ・メデ ィア

(3)テ レビジョン ・映画な どの ビデオ ・メデ ィア

を挙げ ることがで きる。

セ ミナーや講演、パネル ・デ ィスカ ッシ ョンな どの場 合は、対象が 少数に限 られ(た かだか

数+～ 数百)教 育内容に対する質が重視 されるが、マス コミ ・メデ ィアを利用 して効果をあげ

るためには、質 とと もに、実施す る量がそのキー ・ポイン トとな る。

実施 するに当 っては、対象 とす る階層、地域性、反復性 などを .もちろん考慮する必要があり、

さらにその 内容 は、具体的事項(機 能、特長、効果な ど)の 説明を目的 とした もζ)にするのか、

あるい はムー ド、盛 り上げを強調 した ものにするのか、い ろいろな観点か らメデ ィアを選択す

る必要があ る、、つま り、それぞ れのメデ ィアの得意 とす る領域 を活か しながら利用す ることが

最 も効果的 である。

主なマス コミ ・メデ ィアの特長 を挙げれば次の とお りであ る。

(D新 聞

Oき わめて容易 に、かつ各階層に巾広 く入 りこめる。

oキ ャンペーンのスペースに弾力性を もたせる ことができる,、

○ 業界紙、地方紙 等を利用すれば
、特定領域、特定地域が選定で きる。

O記 録性、保存性 に富む ∫
㍉,1-..:,,、、.ご≡ご1,,,["

{2)雑 誌 ・機関誌 な ど

oあ る程度 ・読者 の層別が可能であり・その対象に焦点 を合わせたキャンざ一ンの展開が

可能である。

O記 録性、保 存性 については新 聞 よりもざらに寿命 が長 い。.,

o回 読 される機会 が多い。(増 幅力が高い6)
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Oカ ラー印刷に よれば、視覚的訴求力が強め られる。

(3)ラ ジ オ

O速 報 性にす ぐれ てい る。

o時 間帯別に聴取階層 をね らえる。

O感 情的訴求、 ムー ド的盛 り上げに適 してお り、論理的反発が少ない。

(4)テ レビジョン

o'

O

o

O

O

現代においては、最 も強 い浸透力を もっている。

動的表現 など表現力がす ぐれてい る○

速報性がす ぐれている。

受け手の意識を集中させ うる。

パ_ソ ナル.コ ミニ.ケ ーシ ョンの原動力 とな り、集団的 合意(コ ンセンサス)を 得や

～

すい。

O個 人で よりも世帯視聴が多 く、家族での同調 意識が得 られやすい。

(5}ポ ス ター類

o人 々の空白な心理状態を利用で きる。

O長 期 にわた る反復訴求に適 してい る。

(6)映 画 ・ス ライ ド類

O強 制的な説得力に強い。

O訴 求 に迫 力を もたせ ることがで きる。

o集 団教育に適 してい る。

以上のほか、市区町村な どの地方 自治体が家庭に配布す る公報やお知 らせ、あるいは電気 ・

ガス ・水道な どの公共料 金の請求書 ・領収書 の裏面な どもマス ・メデ ィアと して利用で きるで

あろ う。

、

6.4教 育 効 果 の 測 定

市民教育を効果的にするには、特に2ウ ェイ ・コミニ=ケ ーシyン の確立が重要で ある。つ

まb・k教 育を実施 した後で、教育の 「受け手 」の反応 や欲求な どの フ ィー ド・バ ックをで きる

だけ収集 して、徐 々に目標に近づけ るような努 力を継続 しなければ な らない。

フ ィー ド・パ.ク の収集に当 って も、対象が一般市民で あるか ら、 ことさらに緊張を与えな

い ような配慮を必要 とする。 そのための具体的な方法 と して、
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mイ メー ジ調査

展示会、講 演会、 セ ミナー ある いは常設の シ。一 ルームな どで行える アンケー トに よる

イ メー ジ調査が、 もっとも簡単 に行え る反応情報 を得 る方法であ る。 ア ンケー トの内容は直

観的 に判断 し直ちにマークで きる(印 をつける)よ うな内容が望 ま しく、かつ数項目程度の

軽負担 にする配慮 が望 ま しい。

(2)モ ニ ター制度,

.各 階 層の中か ら、 で き.るだけ無作為 に抽 出 した人 々にモ ニターを依頼 し、簡単な回答や レ

ポー トを提出 して もらう方法 で、 これ もかなり有効な方法で ある。

直接モニターに資料を送付 して、その資料に対する理解度 ・意見 ・疑 問点 などをたずねた

り、各種 の施策 ・行事 ・サー ビス等 に対す る関心度や理解度、 または隣人 ・知人などの反応

をたずねるな ど、か な り市民 生活 に密着 した面での幅広い反応情報 の収集を期待す ることが

できる。.

(3)電 話相談室 の開設な ど

市民のいだいて いる疑問、質 問、相談、不平、不満などに こたえた り、い ろい ろな情報提

供を気軽 にうけ られ る ような相談室を作れば、 これか らも反応情報 の収集がでさるb .

最 近 の多くの新聞社で実施 している電話質問室の ごとく、面談の気重 さをはず レ、談話 に

よる気やす さをと り入れた電話 にょる応答を主体に した相談室を作 る こと も一考に値する。

もとより面談、手紙に よる問 合わせに も応 じられ るような しくみに してお くことも大切 であ

る。

6.5一 般市 民教 育 に 対 す るま とめ

6.5.1一 般市民教育の現状

市民教育に関する具体的な考え方を述べたが、その現状について未だこれといったものは

政府の提唱した 「情報化週間1(後 述)を おいては見あたらない。

わずかに間歓的に行われる催 し物、たとえば万国博、コンピュータ・シ。一でのデモンス

トレーシ。ン、あるいは新聞 ・雑誌等での特集記事などが直接的なものとして挙げられる。

また、不特定多数を対象とするとい う意味では、NHKや 日本短波放送のコン ビ=一 夕講

座があり、その他大学 ・公益団体等が開く市民公開講座、各種講演会、通信教育、映画 ・ス

ライドの作成頒布などいろいろ挙げることができるが、これらの実態は、市民に対する啓蒙

教育とい うよりむ しろ情報処理要員教育の一助、あるいは職務遂行上必要な知識の修得とい
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った感 じが強い。

このように一般市民教育 の分野は現状ではほ とん ど未開拓であるとい ってよく、 「情報化

週間 」の行事を除いては、未 だ市民を意識 し、所期の 目的 を体 系づけ、組織的 に行 っている

ものはない状態で ある。

6.5.2学 校教育に対する期待

市民教育の立場か らの学校教育に対する期待も少なくない。学校教育の過程において、ほ

とんどの人の思考や行動の基盤が形成されるからである。 この ような意味から、次のことを

学校教育に最低の希望として期待 したい、

第一に、社会生活における市民としての行動のルールを習得させ る中学校までの義務教育

過程において、社会のしくみの中における、情報の発生、情報の流れ、情 報の加工、情報の

利用、情報の効果などについて、基本的な概念を身につけさせてほ しい。 これは情報処理技

術的なものであってほ しくない。

第二に、合理的で、かつ理性的に物を考える熊度ができる高等学校の過程では、アルゴリ

ズムの把握、情報処理やシステム化に関する基礎的な概念と多少の知識を、極力実習を伴な

いながら習得させてほ しい。

第三に、専門領域に進む大学以上においては、一般には専門分野での深い教育が行われる

が、専門分野に関連 しての情報処理教育とともに、それに並行 して、社会にとっての有用性、

市民としての立場からの考え方を併せて教育してほ しい。ともすれば技術面に偏重しやすい

情報処理教育に、社会性、人間性、道徳性を加味 してほ しいものである。

上記のことは、将来の情報化社会のもとで生活する市民にとっては不可欠の教育条件とも

いえるが、 これらの達成に よって、かなり理解度が高 く、かつ関心ある市民像が大いに期待

できよう。

、

'6
.5.3企 業 教 育に対す る期待

企業教育 とは、従業員の能力開発を主眼 と し、企業が企業 のために行 う教育で あり、 第一

義的には、企業 の和 閏追求 に大 きな力点がおかれていることには、やむを得ない面がある。

しか し、それが極 端になると、その結果 として一般市民 との接触面におい て多 くのギャ〉

プ、摩擦をお こす可能性 があ り、企業 がその社会性 を認識 し、企業外 に出て社会教育へ ∀応

分の寄与をす る之 とが必要 である。
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そ こで企業教育に望みたい ことは、そ の企業 の製品な り、サービスな りが、

Oい かに社会 とか かわりあい を もち、 社会にいかな る効果を もた らして いるか。

O市 民生活の向上に どの ように直接 ・間接 にむ すび つき、役に立 ってい るか。

とい った社会的意義や評価 を、必ず企業教育の過程にお りこん でもらいたい もので ある.と

同時に、企業の枠を超えた社会教育の必要性 を認め、企業 外に出て一般市民のための教育に

も協力 して もらいた いことである。 このことは同時に企業の社会的地位を高め、企業 イメー

ジを向上 し、やがてはそ の企業 に還元する ことにな るであろ う.

6.5.4国 に対する期待

来るべき情報化社会の実現には各種の政策の展開が不可欠であり、上述 したように一般市

民教育 も重要な課題のひとつになるべきものであると確信する。

市民教育は、その目的から直接生産の向上にむすびついたり、目に見えた成果が直ちに作

り出されるといった性質のものでないだけに、民間企業ではなかなか手が出しにくい要素を

もっている。(も ちろん民間企業とてその社会性に立って協力すべきことは言をまたない。)

一方、前述 したような現状を打破するためには、一元的で集約的な指導体制が必要であり、

ここに国が政策として推進しなければならない役割がある。

政策には、国益の立場からの誘導的な政策と、国民の福祉の立場か らのニーズに基 く政策

との二つの面があろう.市 民教育にむすびついた政策としては、

O新 しい市民生活を秩序だって創 り出すための政策

O需 要を維持 ・改善 ・拡大するための政策

o市 民生活上のもろもろの弊害を防止するための政策

などがその骨子 として挙げられ よう。

また、国がこれらの方針を策定することの意義は、

O国 家的見地から、適正な方向づけが行えること。

02ウ ェイ ・コミニ=ケ ーシ。ンの正しい仲介ができること。

に、その主な意義があろ う。

この時にあたり、政府が昭和47年 度より 「情報化週間」を設定 し、定期的に諸行事を集

約的に行い、「般市民教育の動機づけを行ったことは高く評価されるべきであり、また諸外

国にもこの種の基礎作 り運動はその例をみない。この週間の成果は大いに注目されてよい。

市民教育の実施に当っては、たとえば、情報処理技術者試験、公務員採用試験の際の情報
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処理関連知識のテス トなどのごとく、直接国が行 うものもあろうが、そのほかは、国が極力

資金面のみを担当し、具体的な教育の実施には、公共的な立場にある公益団体や各種学会、

機関などを活用 し、客観性めある説得を行わせしめるのもひとつの方法と考えられる。

一般市民の対象が広範多岐にわたるので、種々な問題が派生し、また調整を要することで

あろうが、政府が広い意味での情報産業の育成と、その受け手である一般市民との間の健全

かつ生産的な関係づけを基盤として、市民に密着したフランクな広場作 りを目指 して、各種

の施策を強力に展開するのが、当面の近道 となるであろう。

、
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Z企 業 に お け る情 報 処 理 教 育 の 動 向 調 査 ・.-tr・滝 ぶ

7.1調 査 の 目的および 内容

企業における情報処理教育に関する動向調査には、46年8月 に情報処理学会の教育調査研

究頸 会鹸 施し抽 瞭 ある・

本調査の 目的は、企業や各種団体におけるコンピュータ要員ならびに一般 従業員に.対する情

報処理教育の現状をできるだけ正確に把握 し、その中から問題点を摘出し、将来の企業内情報

処理教育の あり方の指針に役立てるとともに、学校における情報処理教育の今後の方向にも反

映してもらお うという趣旨で行われたものである。

髄 燥 と.しては・ 「コンビ・一夕'ユ ーザー鞠 ・9・ ・年版IXり ・,・、2の企齢 よび

官公庁 ・団体を無作為 に抽出 して46年8月 初旬アンケー トを送付 した ものであ る。その うち、

152社(団 体)よ り回答が寄せ られたが、調査の内容が情報処理教育 というかな り限定 した

範 囲に限 られているので、そ の実情 を必ず しも正確 に把握で きてい る企業 ・団体の数が多いと

は考え られず、 また調査 自体に指定統計の ような強制力があるわけで もな く、回収率ぱ30%

を下 廻 る低率 になったが、 回答の内容 はそれぞ れ問題を真剣に とらえてい るものが多かったの

で、充分に分析 ・検討 に値す るものといえ よう。

調査項 目と しては、単に情報処理教育のみに焦点を合わせ ることなく、そ の環境 として教育

体制に影響す ると考え られ る 「会社や団体の概要」(業 種 ・資本 金 ・従業員数 ・コン ピュータ

の導入時期な ど)、 「コン ピュータの利用状況」、 「コジピュ一夕要員の人的構成1 、 「コン

ビ_処 理業務の担当形態摘 、び百 ンピ。一頻 員の人事」などの寵 につ淀s6論

に調査 した。

また情報処理教育に関しては、要員と要員以外の情報処理教育に大別して調査を行う必要が

あることは論をまたない。さらに、今後の学校における一般教育、情報処理専門教育に反映さ

せてゆくための意図のもとに、 「学校教育との関係」についての調査項 目をも設けた。

ただ し、本報告では紙面の都合もあり、主として 「情報処理要員の人事とキ ャリア ・パス」、

「情報処理要員に対する教育」、 「要員以外に対する情報処理教育」にできるだけ焦点を合わ

せてまとめることにした。

また、できるだけ調査結果の客観的データを提示することにとどめ、分析者b主 観的見解を

へ

排除するととにし、できれば簡単な説明、助言程度にとどめた。したがって本報告には調査結

果の分析表をできる限 り盛 りこんでゆくことに主力を注いである。
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7.2調 査 回 答 の 概'要:∵ ・・ 一・tt.㌧ 誓 ・':-1…

前 述するよ う}(572件 の ア ンケー ト発送に対 して、得 られた回答は152件(26.6%)

で あ った。回答企業の業種を分析 した結果 は第1表 の ごとくである。

第1表 回答企業(団 体)の 業種

,_5

業 種 回 答 数 全体に占める割合(%)

銀行 ・保険 ・証券 20 13.2

製 造 工 業 70 46.1

装 置 工 業 9 5.9

輸 送 業 5 3.3

出版 ・放送 ・広告 4 2.6

官 公 庁 ・団 体 23 151

そ の 他 21 13.8

合 計 152社 100.0

業種間のバラツキが余 り大 きくな らない ように留意 して抽 出し、ア ンケー トを送付 したので

あるが、 回答件数 としては製造工業がかな り多い結果 となった。

したが って業種間での情報 処理教育の差異 を分析す るには、片 よりが ありす ぎる結果 とな っ

た。

回 答会社 の コンピュー タ導 入時期は第2表 に示 した ように比較的 はやい時期 に コン ピュ・一夕

を導入 した ところが多い。また、 コンピュータの設置状況 を コン ピュー タの規模 との関連で把

えそみ ると第3表 の ごとくになる。

第2表 コンピュータの導 入時期

導 入 時 期 回 答 数 %

昭和34年 以前 16 10.5

35～36年 20 13.2

37～38年 22 14.5

39～40年 31 20.4

41～42年 24 15.8

43～44年 21 13.8

45年 ～ 14 9.2

未 回 答 4 2.6

合 計 152社 100.0

Pt5,4一
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第3表 コンピュータの設置状況
じ

、

〆

`、 ●,

設 置 状 況 回 答 数 %

大型(レ ン タル/月 ・556万 円以上)の み 31 20.4

中型(レ ンタル/月 ・89万 円以上)の み 51 33.6

小 型(レ ンタル/月 ・89万 円未満)の み 6 3.9

大 型 と 中 型 29 19.1

大 型 と 小 型 0 0.0

中 型 と 小 型 14 9.2

大型 ・中型 ・ 小 型 17 11.2

'

未 回 答 4 2.6

合 計 152社 100.0

大型 コンピュータを利用 している企業が全体の半数 を超えてい る(50.7%)こ と、X－よび

小型機のみ の企業が わずか6社 であることか らみて も、 この回答の関す る限 りでは回答会社の

大半では、かな リコンピュ一夕の利用が浸透 してお り、 また情報処理教 育に もか な り関心度が

高い と考え られる。

この ように考えるとき、 この報告にもられている回答は、かな り 「程度の高い会社」の回答

が主体 とな つてい るとも思われ るか ら、わが国全体でマク ロ的に情報処理教育問題 を考えるた

めには、 これ よ り大分程度 を落 して結論づけなければな らないか も知れ ない。,

ち なみに、 オンライン ・システ ムをすでに導入 してい るか、 ない しは 目下導入中が合わせ て

A
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35.6%も あり、一方、導入を劇 物 と'ころが2613%あ`り 『ご併せて・・%以 上もの鱗 が

オンラインに関心を寄せて吟るところをみれば、回答企業ρ平均は、全国平均ラインよ;か な

り繊 の高いところに雌 づけられているとい・ても過 計 願 い・・ ..㍍

回雛 勤 レンタ・・親機 要員繊 との相関関係をみ砂 ると・第ほ のごとく障 る・

第4表 レンタノじ規模'と情報処理要員構成

レンタル/月 ・規 模 1～9
10～

19

20～

49

50～

99

100～

199

200～

349

350～

499
500～ 合 計

㌧

～100万 円, ↑
2

'

1
ピ

4

100～500万 円 3. 17 19 1 40

500～1,000万 円 1 1 21 9 32

1,000～2,000万 円

「

1 3 13 4 21

、:・

2000_5000万P言 … 2 6 12 9 4' 33

印00万 円 ～1億 円 ・'
'

1

1 1 1 2'『 ゴ 6

1億 円 ～ 3
・'1 ・ 『14 8

合 ・ 計 5 23 50 36 r4 8 3
'ち
144社
{

'

、

(未 回答:8社)

との表か らも分 るよちに、要員規 模がio人 未 満めところは、わずか5社 であるにす ぎない・

レンタル/月 ・1億 円以上の会社では、いずれ も200名 以 上の要員 をか かえて いる。

な忌、"ごとでい'う要 員 とば↓情報処理部 門に属す るシステ ム ・エ ンジニア、 プログ ラマ、 コ

ーダ、 オペ レータ(キ ーパ ンチ ・オ ペ レー タも含む)お よび管理者 であって、オー プン ・プ ロ

グ ラマや外部 よりの派遣要員な どは一切計算に入 っていない。.

レン タル規 模が同 じであ って も、要 員規模に大幅な差異が生 じて くるのは、 コンピュー タの

利用形態(オ ー ブンか、 クローズか)、 システ ム開発の方法(情 報 処理部 門で行 うか、利用部

門で担当す るか)、 オンライン ・システムを導入 してい るか否か・ コンピ ュー タの応用分野

(定 型的事務処理か、複雑な問題解決型利用か)、 業務の外部委託 の依存度な どの理 由に ょる。

以上 を要約す ると、本調査 に回 答を よせ られた企業の半数以上は、昭和40年 以前 にコンピ

ュー タを導入 し(58、6%)、 大 型 コンピュー タを利用 し(50・7%)、 オ ン ライン ・システ

ムについて強い関心 を示 してお り(61.9%)、50人 以上 の要員をかかえている(45.8%)

とい うことになる。

A



7.5情 報 処 理 要 員 の 人 事 と キ ャ リア ・パ ス

情報処理要員の人事 とキ ャリア ・パスの体系がど うなっているかが、情報処理 教育体制 に大

き く影響を与える ことはいう'まで もたい。 しか し、 この調査 では情報処理要員に関する人事に

ついて明確な方針が立て られているとい う傾向は残念なが ら見 出せ なか った。

とくに、要 員のキャ リア ・パスについ ては数社の例 を除いては、まだまだ確立されてお らず、

キ ャリア ・パスとい う概念す ら確立 されていない企業がほ とん どであった。 コン ピュー タ導入

の歴史がせ いぜい10年 程度 とい う事実 もあって、情報処理部門と部門外 との人事 の交流に関

して も、 まとまった調査結果 を得られ るまでには至 らなか った.し たが って、情報処理要員の

入事 との関連で、情報処理教 育の実情 を把握す ることは難 しか った.

まず情報処理部門へ の転入、配属で あるが、 「新入社員 と他部門の実務 経験者 の双方か ら求

める」(85社 、69.7%)企 業 が圧倒的 に多 い。次に 「新入社員だげか ら求 める」(28社 、

22.9%)企 業 がつづい ている。 「他部 門の実務経験者だけか ら求める」企業は わずか(9社 、

7.4%)で ある。 これ ら企業9社 の うち5社 は金融関係の企業 であり、 この業種 では他部 門で

の実務経験 を情報処理部門への キャ リア ・パスの一環 と しているところが比較的 多い ことを物

語 ってお り、注 目に値す る。 また朱回答件数が30に ものぼ っているのは、 この種の問題に確

た る方針 を もち合わせ ない企業の 多い ことを物語 ってい る。

第5表 は新入社員を情報処理部門の要員として配属す ると回答 した113企 業 について、そ

れ らの社員の採用時 の取 扱いをまとめた もので ある.最 初か ら情報処理要員 と して採用す るケ

ース はさほ ど多 くない。

また、 新入社員を情報 処理部門に配 属 した場 合、最初 にどの ような仕事(職 種)に 従事 させ

るか をまとめたのが 第6表 で ある。最初か らシステ ム ・エンジニアに進 ませ るケースな どはほ

とん どないとい って よい。

他部門の実務経験者を情報処理部門に転入配属 させる場 合はいかがであろ う。他部門におけ

る経験年数別にま とめたのが第7表 である。 これに よれば7年 未満の ケースが 多 く、7年 以上

の場 合は、 多 く情報処理部門の管理者、準 管理者 と して迎え入れ ることが多い。

一方
、配属後最初 に担当させ る仕事(職 種)で あるが、第8表 に示す ように、 新入 社員 の場

合に比べ て二つの著 しい差異がみ られ る。第一は最初か らシステム ・エンジ ニア(ま たは同候

補、 システム ・アナ リス ト)と して転入 させ る比率が高い ことであり、第二には、オペ レー タ

を担 当させ る比率が少な くなってい ることであ る。
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第5表

*

新入社員の採用時の取扱い'

採用時の取扱い新
入社員

当初から情
報処理要員

一般事務員

として採用
技術要員と
して採用後、

全体に対する割合 として採用 後、配属 配属

38 26 69

採 用 せ ず (33.6) (23.0) (61.1)

1～19%の 範 囲で採用
11

(9.8)
9

(8.0)

10

(8.9)

9 12 13
20～39%" (8.o) (1α6) (11.5)

」0 11 5
40～59%" (8.9) (9.8) (4.4)

6 11 2
60～79%" (5.3) (9.8) (1.8)

4 9 5
80～99%〃 (3.5) (8.o) (4.4)

100%採 用
30

(26.5)・

29

(256).

4

(3.5)

5' 6 5

%不 用 (4.4) (5.3) (4.4)
'

「

合 計
113社

(100)

113社

(1.oo)一

113社

(100)

上段は該当企業数

下段カッコ内は全体に占める割合(%)

以下の表にても同 じ

*こ こにい う新入社員とは情報処理部門配属の新入社員である。
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●

'、

*第
6表 新入社員に最初に担当させる仕事(職 種)

仕事(職 種)
新入社員
全体に対する割合

シ ス テ ム ・

■

エ ン シ ニ ア

プ ログラマ

F

オ ペ レー タ そ り 他

＼

担 当 さ せ な い 101
1(89 .4)

11

(9.7)
10
(8.8)

88
(77.9)

全体の

1～19%の 人 に担当させる

4

(3.5)
9

(8、o)

9
(8.o)

2
(L8)

20～39%β
3
(2.7)

18
(159)

11

(9.7)

6

(53)
1
40～59%〃

2
(1.8)

26
(23.0)

25
(22.1)

7'

(6.2)

60～79%〃
1
(o.9)

7
(6.2)

11
(9,7)

5
(4.4)

80～99%〃
0
(o)

6

(53)
7
(6.2)

2
(1.8)

全 員 に 担 当 さ せ る
1

(0.9)

29

(257)
33
(29.2)

1
(o.9)

1 7 7 2
%不 明' (o,9) (6.2) (6,2) (1.8)

合 計
113社

(100)

113社

(100)

113社

(100)

U3社

(1()0)
一

*こ こにいう新入社員とは情報処理部門へ配属の新入社員である。

第7表 転入配属者の他部門における実務経験年数

←＼
＼＼ 実務経験年数

転入者全速 3年 未 満 3～5年 5～7年 7年 以 上
に対す る割合

該 当 せ ず
28

(29.8)

16

(17.o)

42

(44.5)

55

(58.5)

全体の1～19%の 範 囲が
9
(9.6)

13
(13.8)

20'
(21.3)

10
(10.6)

20～39%〃
16

(17.o)
25

(26.6)

18

(19.1)
8
(8.5)

40～59%〃
16

(1τo)

21

(22.3)

12

(12.8)
11.
(11.7)

60～79%〃
3
(3.2)

5

(53)

0 3
(3.2)

80～99%〃
8
(8.5)

3

,(3・2)

0 0

す ぺ て の 転 入 者 が
10

(10、6)

8
(8.5)

2
(2.1)

3
(3.2)

%不 明
4
(4.3)

3
(3.2)

0 4

(・4.3)

合 計
(、:1ド

94社

(100)

94社

(100)

94社

(100)
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第8表 転入後最初に担当させる仕事(職 種)

職 種
転入社員
全体に対する割合

*
シ ス テ ム ・

エ ン ジ ニ ア

プログ ラマ オ ペ レー タ

管 理 者

プロジェク ト・

リ ー ダ ー

担 当 さ せ な い
54

(57.4)

12

(12.8)

23
(24.5)

85
(go4)

全 体め
1～19%の 人に担当させる

6
(6.4)

9

(9.6)

8
(8.5)

3
(3.2)

12 17 16 1

20～39%〃 (12.8) (18.1) (17.o) (1.1)

9 21 15 3

40～59%〃 (9.6) (22.3) (16.0) (3.2)

4 10 6 0

60～79%〃 (43) (10.6) (6.4)

2 2 7 0

80～99%〃 (2.1) (2.1) (7.4)

全'員 に 担 当 さ せ る
6

(6.4)

20

(21.3)

15

(16.o)

0

1 3 4 2

%不 明 (1.1) (3.2) (4.3) (2.1)
.

合 計
94社

(100)

94社

(100)

94社

(100)

94社

(100)

■

*シ ス テム ・エンジニア候補、 システム ・アナ リス ト、業務分析等 の職種 も含む。

情報処理要員 のキ ャリア ・パスにつ いては、 あま り数多 くの資料が得 られなか ったが、 それ

とい うの も、ほとん どの会社 でキご リァ ・パス とい う概念が まだ確立されてい ないか らである・

回醐 ち約・麺 程麟 誤 れていたが・詳しく繍 に値するものはそのうちのごく僅

かで しかなか った。以下 に比較的ま とま った ものを3例 ほ ど選んで例示す る。(第9表 参照)

〔勤,⑪ は金醐 係鵠 で、システ・ ・エンジニアとシステ・ ヴ ・・ナーの男1繊 があ

ることが注 目に値 する。

〔事例2〕 は製造」業で、 かつ多人数 の要員をかかえてい る。高卒、大学卒、女 子の要員で

キ ャリア ・』パス を異に してい る。

〔事例3〕 は、計算セ ンター とい うサー ビス業種 である。オペ レー タ専 門職 とプログ ラマ専

醜 とに擁 してあるのが、 この難 の特異性をあらわ している.「 ・一ダ」 という職種が・



プログラマ職種 より分離 して独立 して設げてある。 「コーダ」なる職種を殺げ ているグニスは、

この他 に も3件 あった。

これ らの キャ リア ・パスに共通 していえる ことは、上級プログラマ(シ ステム ・プ ログ ラマ)

と システム ・エ ンジニアζの 関係で ある。元来 これ らの職種は全 く異な る もρで あ一て、平行

的 に位置づけ られる ものであろ うが、 日本の多 くの企業 におい ては、 プログ ラマの経路の上位

に システム ・エ ンジニアを位置づけて㊤るのが特長的で ある。 事例1～3い ずれ もそ のよ うな

経 路になっている。

他部 門か ら転入配属 された ものが、い きな リシステム ・エンジニア(ま たは同候補)に 位置

づけ られ る場 合、 全 くプログラ ミングを知 らない システム ・エンジニアが誕 生して しまい、労

務 管理上やや こ しい問題 を生ず る恐れが ある。

第9表 情報 処理部門要員のキ ャリア ・パス

〔事例1〕(要 員数:75人)

初 級

プログラマ

(～1年)

上 中 級
〉 プ
ログラマ

(2～3年)

シ ス テ ム ・

エ ン シ ニ ア

(3～4年)

シ ス テ ム ・

プ ラ ン ナ ー

(4～5年)

シ ス テ ームー『'・'

プ ラ ン ナ ー

管 理 者

他部門へ

・
一::6・1・ 一



、

、

㎡

ρ

'

(要 員数:507人)〔事例2〕

オペ レータ

(3年)

＼

初 中 級

プ ログ ラマ

(3年)

＼

上 級

プログラマ

(4年)

＼

シ ス テ ム ・

エ ン ジ ニ ア

/

.一 =
/ ＼/

/

/

＼

＼

,/

システム ・

プログ ラマ

(2～3年)

＼

上級システム・

プ ログ ラ マ

(3年)

さ / う

初 級

プ ログ ラマ

(1年)

＼

中 級

プ ログ ラマ

(1年)

＼

初級システム・
■

エ ン シ ニ ア

(1年)

/
〆

、
(
高

卒

)

(大
学
卒
)

他 部 門 へ

(または退職)

プ ログ ラマ

補 助

(2年)

＼ プログラマ
!' 〉

 

(
女

子

)

-y62一



ご事例詞(要 員数:6欲)

タ

)

)

一
級

年

レ

2

ぺ

初

↑

オ

(

(

タ
)

)

一
級

年

☆

中

N

オ
(

(

タ

)

)

一

級

年

W
亮
オ

(

(

プログラマ

(初 級)

(2～3年).

プ ログラマ

(中 級)

(3～4年)

プ ログラマ

(上 級)

(4～9年)

システム ・

エンジニア

(5～9年)

繍 処醒 員のなかで∵女助 どの程職 用され・調 てい・かの現状をみてみ…

わが国に勒 印 撚 齪 嵌 り・第・・難 名 ㌶ ごとく、さほど占有率結 くないの

が現状 のようである。初中級 プログラマ としての活躍の場はあるが
、システム ・エン ジニアや

シニア'プ ログ ラマと しては、ほ とん どの企業 でみとめ られていない
。 また、 オペ レータや プ

ログ ラマ として も女性を活用 していな い企業 が約半数近 くに上
っている ことは注 目に値 する。

僅かではあるが・ システム ・エンジニアやシニア ・方 グラマ として女性が活躍 してい る事実 、

プログラマやシステム ・エンジニアの職務内容 、諸外国における女性 の進出、それに情報処理

一・・;63一



要員の不足傾向などを勘案するとき、今一度、女性のこの分野における進出と活用を労使とも

に真剣に考えるべきではなかろうか。

第10表 情報処理要fttc女 性の占める割合

職種 シ ス テ ム ・ シ ニ ア ・ 初 中 級
オ ペ レ ー タ

占有率 エ ン ジ ニ ア プログラマ プ ログラマ

126 109 54 62
o%

(94.7) (82.0) (40.6) (46.6)

2 9 10 9
1～9%

(1.5) (6.8) (7.5) (6.8)

10～19%
0 6

(4.5)

22

(16.5)

17

(12.8)

2 3 18 8
20～29%

(1.5) (2.3) (13.5) (6.o)

30～39%
2

(1.5)

2

(1.5)

7

(5.3)

11

(8.3)

0 0 4 3
40～49%

ご ・
(3.o) (2.3)

1 4 18 23
50%～

(o.8) (3.o) (13.5) (17.3)

合 計
133社

(100)

133社

(100)

133社

(100)

1a3社

(100).
`

〆
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Z4情 報 処 理 要員 の教 育.・. . .』 ・.

・コンピュータ利用形態の多様化・適用業務の多様化、機器構成や要員構造などの多様化およ
.

び情報処理要員の急増などの理由から、企業の目的とニーズに見合った要員教育が指向されて,

いる・. ,、 ∵

調査結果からみても、第11表 に示 したごとく各職種にわたって企業内教育の比重はかなり

大きくな・てきている・企納 期 と他の戴 醐 とを組給 わせた ものを合計 時 る,とい

システム ・エン ジニアで49.3%、 シニア ・プ ログラマで51 .9%、 初 中級 プログラマで77.8

%、ttさらにオペ レータでは80ぷ%の 高 きにのぼ ってい る。オペ レータや初 中級プ ログ ラ・々 に

対 する企業 内教育への依存度は きわめて高い といえ よう。

メーカーの教育は・上級プ ログ ラマでは利用度が高いが、システム ・エンジニア養成 ではさ'

ほ ど活用 されていない。 メー カーに よるシステム ・エンジニア養成の教育体制 が不十分である

ことに よるので あろ ラ。その原因 として考え られ るのは、臼)メ ーカーは自社システ ム ・エン

ジニアの養成 で手一杯 である こと。 臼Dシ ステム ・エンジニアに対する教育 内容が広範 にわた'

.り、期間 も長期 にわたるので、教育経費が相 当高額につ き、無償で提供する ことが難 じい。

(jii)メー カー一・・-1±で は広範囲にわた るカ リキ ュラムをカバーする講師を供給 できない ことな ど

に よるもの と考えられ る。一方、,各種養成機 関、団体の活用は、 システム ・エン ジニアにおい

て高い。その理 由としては、第12表 に あるように、 「他社の具体的な事例 の研 究が できる」
、

「専門分野 の高度な研修の機会 が得 られる」な どに よるので あろ う。他 方、メーカーの教育 を

利 用す る最 大の理 由としては 「使用機種な らびに ソフ トウェアにマ ッチ した教育が得 られる」、

「無償 である」(第13表)な どが挙 げられてお り、考 えように よっては利用者 の直接 目的性

や 「受け身」の態度が見うけ られな くもない。すな わち、使用機種に即 してあてがわれた ソフ

トウ ェア の知識の摂取 ・消化 を主眼 とし、進ん で一般 的手法の開発、 自己開発能力 の向上 にま・

で考えお よん でいない傾向がみ られる。.な お第12表 、第13表Q回 答は 自由記入式に具体例

を挙げ てもらった ものか ら、ま とめて集計 した ものであるから、全数は不揃 いで ある。
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第11表 情報処理要員の養成機関

シ ス テ ム ・ シ ニ ア ・ 初 中 級
オ ペ レ ー タ

エ ン ジ ニ ア プ ロ グ ラ マ プ ロ グ ラ マ

各種養成 機関 18(13.4) 6(44) 2(1.4) 0

コ ン ピ ュ ー タ ・ 14(10.4) 33(24.1) 23(16.0) 18(12.9)
メ ー カ ー

企 業 内 教 育 17(12.7) 22(16ユ) 25(17.4) 68(48.9)

各種養成機関と 33(24.6) 25(18.2) 4(2.8) 4(2.9)'
メ ー カ ー

各種養成機関と
企業内教育

15(1L2) 6(4.4) 0 0

'

メーカ7と 企業

内教育
9(6.7) 22(16.1) 70(48.6) 40(28.8)

各種 養成機関 ・

メーカー ・企業 25(18.7) 21(153) 17(11.8) 4(2.9)

肉類 、,

そ の三 池 3(2,2) 2(1.5) 3(2■) 5(3.6)

・

合 計 ・134社(100) 137社(100) 144社(100) 13g社(100)

上段は該当企業数

右側カッコ内の数は全体に占める割合(%)
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第・2表落醒 晟癩 ヨ 豆 二醸 散 利用する触一__.

,「 ÷9

区 分 理 由 企 業,.数

百へ ＼
,内 、

・o㌣ テ 踵例研究≡
ノ 13

容 専門分野の高度な研修のため 10

●

目
。最新の情報 ・ ・が 古るか ら 6

遷
SE養 成のために適 した教育だから

徹底 した基礎力をつけるため

4

1

効 ＼ 、 e教 育内容が充実 している 3 ,

ぺ

果 実務的内容である 3`

性, o体 系的教育である 1

比

,

他に適当な機関がない 6

較 メーカーの教育 コースに適 当な ものがない 4

性 当該団体の会員 ・妹姉機関である 3

社
内

社内講師の不足のため 3

体
制 社内研修が困難なため 3

不
足

社内教育の不足を補なう. 2

⌒

/経 ＼ 短期間に集中的に教育できる 3

済 選択受講できる 2

、

＼ 一性」 比較的安価である 1

、

そ 利用が容易 2
,w.」'

の 添削による実力養成が可能. 1

他 オープン ●プログラマの養成 1
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第13表 コ ン ピュータ・メーカの教育 を利用 する理 由

区 分 理 由 企 業 数

使用機種お よびソフ トウ ェアにマ ッチ した教育 42

1

一
埠

`＼ 体系的教育 8
ρタ

果 、 ＼ 内容がシステム全体にわた鱒 門的 5

性/
コース内容が充実 してい る 5

∫ 実務的教育 3
へ

害

付、` ＼ 無 償
経 費がやすくすむ

18と

6i

「

＼ 性

・ ノ 自社の研修時間が省ける 1
、

ノ
}

社 制 社内教育体制の不備 4
一

.

内 不 社内講師の不足 4'

体 足 社内教育の不足を補な うため 3

、

利 可 常時利用できる" へ
4

'

能 地元で開催される` 2

c用 性 各種 コースを 自由に選択で きる 2
■

＼ H

'
',、 、/

・ 効 奄短期間に養成できる
4

・ 率

性 効率的である ノ 2

,

.

A

講(教 δテキス トが完 備 している
、

3

u
インス トラクタ養成のため

講師を派遣 して くれる

1

1

A

、

信 他の教育機関では不充分 3 -
一

ノ こ

'

頼 σンーカーの教育が最適 2

{
●

性 実績がある 1
、

、

そ
の

他の ユーザ ーと話 し合 う機会が もてる 一 1

他 試験と修了証 とにより本人の自覚を促がす 1

'

一
.68一
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第11表 で情報処理要員の企業内教育がかなり盛に行われていることが判明したが、要員の

規模別にどの程度実施されているかを分析すると、第14表 が得られる。要員規模が大きくな

るにつれて実施率が高 くなるのは当然 といえよう。要員規模200～349人 で実施率が低下

しているが、その理由はさだかではない。第14表 でいう企業内教育とは、 メーカーや各種団

体からの講師をむかえた り、大学 よりの外部講師による教育のケースもふ くまれているので、

はたしてどの程度が全 く企業 自前で実施されているのであろうか。それ をみるために、要員規

'模別に企業内
の専門教育担当者の数を調べてみた(第15表 参照)。 全体の20%強 の企業に

情報処理教育専任の教育担当者が もうけ られていることが判った。要員規模1.00～199人

においては約40%以 上の企業で専任者が配置されているのが目立つ。さらにひとつの企業で

9人 以上の専任担当者がk・P・れている所(3社)も あるのは注目に値する。

第14表 要員規模と企業内要員教育の実施状況

A

'

20～ 50～ 100～ 200～ 350～

要 員 規 模 ～19人 500人 、 合 計
49人 99人 199人 349人 499人

対 象
28 50 36 14 8 3 5 144

企 業 数

一

シ ス ァ ム ・ 9 22 17 11 2 2 3 66

エ ン ジ ニ ア (32.1) (44.0) (47,2) (78.6) (25.0) (66.7) (60.0) (45.8)

シ ニ7・' 9 21 19 12 . 3 3 4 71

フ'ロ グ ラ マ (32.1) (42.0) (52.8) (85.7」 (37.5) (100) (80.0) (49.3)
売

初中級 14 37 33 14 7 3 5 113

プ ロ グ ラ,〔 (50.0) (74、o) (91.7) (100) (87.5) (100) (100) (78,5)

r.

17 33 31 13 8 3 4 109
オ ペ レ ー タ

(60.7) (66.0) (86.1) (92.9) (10q) (100) (80.0) (75.7)

カッコ内は実施 の割合(%)

-69一



第1』5表'要 員規模と専任教育担当者の配置状況

要 員 規 模 ～19人
20～

.49人

50～

99人

100～ 』

199人

200～

349人

350～

499人

二 ・'・ さ,∵
、

500人 ～
":'rで

'F'

各 誌

㌧3'f

対象企業数 28 50 36 14 8 3 5

r凸

144

三

2・. 9∵
8 6 2 1 3.二 31

配 置 状 況
(7.1) (18.0) (22.2) (42.9) 、(25.0) . (33.3) (60・0) .,、(2L5)

1人 1 3' 1 4
1

」←

9

2人 1 2 1 1 三 5

専 3人 4 1 5

任 4人 1 :こ ご
.

1

教 5人 3 1 ,「 '1 4:

育
6人 '79 1 1 ←

β'1
1 3'

担

当
7人

.,

A 0

者 8人 1 1

数 9人 以上 1 2 3

合計人数 3 26 26 15 11

:

6 27 114

、

ところで、企業内要員教育の利点はどこに求められているのであろ うか。第1ρ 表に示 した

'ように1そ の効果性
、とりわけ 「企業ニーズに合致 した教育ができること」痴 よび 「実務事例

中心に教育が展開できること」を挙げているのは至極当然のことといえ よう。

逆に企業内教育にも問題点ない しは限界がないわけではない。まず第一に教育担当者に関す

;る問題が一番頭痛のたねである。次に教育内容については、視野がせまくなる。教育内容にか

たよりが生ずるとい うカリキ ュラム作成上の問題と、教材の限界を挙げている。スケジュール

のむずか しさはむ しろ別の問題であって、これは企業が教育に重点をお くとい う意味で、積極

的に解決を図らねばならぬ問題であろう。

教育担当者の問題に話を戻せば、要員不足の折柄、教育担当者め選定 ・確保はむずか しい問

題である し、たとえ確保できたとしても、よい技術者必ず しも、よ、い教育担当者た り得ず・教育
∫.,≧ 」,

-7 ,0-..
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の専門家 としての育成 に困難を ともな う。さ りとて外部講師に全面的に依存す ることに も種

々問題があり、その上 カ リキ ュラム作成の問題、教材開発の問題 あるい は教育スケジュール

調整の問題な ど解決 を迫 られ る点 は数 多い。

第16表 企業内要員教育の利点

区分

/
効
㍉

性

(

現

場

指

導

⑧

融

通

性

そ
の
他

利 点 と考 え られ る要 件

o企業ニーズに合致 した教育ができる

■塞藁裏側胸 心に教育がエ.きゐ ので即効性が高い

メ機械実習がや りゃすい

受講窒の知識 レベルに合わせた教育ができる

ケース・スタデ ィがきめ細かにできる

マン ・ツー ・マンの指導 、先輩に よる指導 がで きる

フ ォロー ・ア ップが容易

90JTを 兼 ねて行なえ る

経費負担が少なくてすむ

短期間養成ができる

スケジュールが自由に組める

教育期間に融通性をもたせることができる

.気軽に誰でも受講できる

日常業務を行ないなが ら研修できる

質疑応答などがフランクにできる

教育担 当者 と.受講者 との交流 が深まる

オ ープン ・プログ ラマの養成が可能

企 業 数

0

0

4

3

9

9

3

5

2

2

・13

5

・9

4
一

3

2

1

4
.

-
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第17表 企業内要員教育の問題点と限界

区分 問 題 点 お よ び 限 界 企 業 数

教 教育担当者の選定 ・確保ができない 15

育 教育担当者の育成が困難 9

担

当 講師が教育の専門家でないための教育効果の限界 7

者 講師が業務を兼務 していることにより起る問題 6

コ 教育用資料 ・テキス ト作成の限界 10

1
コ ース開発に時間がかかる 6

ス

開
カ リキ ュラム作成の困難 さ 2

発 教育内容の標準化の限界 2

教 自企業中心から生ずる教育内容のかたより 9

育 企業内の問題に限定されるための視野のせまさ 10

内 高度の技術教育は企業内教育ではム リ 5

容 技術革新が急速であり、教育内容がカバーしきれない 2

ス

ケ

ジ
集中的教育指導 のスケ ジュールがむずか しい 11

「 機械実習時間のスケ ジュールのむずか しさ 1

ノレ

そ 教育施設 ・設備の限界 3

の 他企業の人との接触がないための無刺戟 1

他 被教育者が上位者である場合のやりずらさ 1

↑
∨
.
,寸

'

∨

今後の情報処理要 員の教育 の方向であるが、各企業 の希望は第18表 に まとめた とお りであ

る。 これに よれば、で きれば企業内教育を主軸に して展開 していきた いとい う希望が強 い。 こ

の傾 向は、教育が比較的実施 しやす く、かつ教育対象者の人数 も多い下級職能になればなるほ

ど強 くな っている。一方、上級職能になるにしたがって、い くつかの教育機関の組合わせに よ

る選択教育が求 められ る傾向がでてきている。特定 の教育機関 ・教育方法のみでは満足 した最

適の教育が得 られない ことに よるのであろう。システム ・エン ジニア とか、シニア ・プ ログ ラ

マの取扱 う対象が広 くなれば なるほ ど、その教育の内容 は非常に多様性 に富んだ ものが必要 と

一7'2一
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な り、 い くつ か の 組 合 わ せ の 中 か ら 最 適 な もの を 選 択 して ゆ く こ とが 要 求 さ れ る の で あ る 。
li"1 .'「'・ 口lt

〔些 一顧 に対する酬1練( .OJT)の 興 醐 づ□ も鞭 頃 ・,ぽ
り指醐 るマン'ツ ー'マ ゆ 却 「課題を与えての謙 と警習」ふ ずれ職 種でも圧

倒的 に高かった。その他 「課題方式 とマン ・ツー ・マン方式の併 用」、 「プ ・ジ ェク ト』・チー

ムへ の参加方式 」な ども散見 された。

第18表 今後の要員教育の方向

方 法
シス テ ム ・

エン ジニ ア

シ ニ ア ・

プ ログ ラマ

初 中 級

プログラマ
オペ レー タ

企業内教育ですべてをカバー 3 7 30 63

する (2.o) (4.8) (19.9) (457)

企業内教育を主体に不足する 50 48 54 37

部分に他の教育機関を活用 (32.9) (32.9) (358) (26.8)

メーカーの講習会 を主体に行 12 24 37 20

な う (7.9) (16.4) (24.5) (14.5)

メーカーの講習会 を主体に不 21 38 16 7

足する部分に各種養成機関 ・

セミナーを
(13.8) (26.0) (10.6) (5.1)

]

各種養成機 関 ・セ ミナ ーを主 12 2 0 0

体に行な う (7.9) (1.4)

各種養 成機 関 ・セ ミナ ーを主 8 5 1 0

体に不足す る部分 を メーカー
(5.3) (3.4) (o.7)

教育に

ケ ー ス ・バ イ ・ ケ ー ス で 最 適 44 19 9 8
'

機関を考える (28.9) (i3.o) (6.o) (5.8)

:1. 2 ・3 4 3

そ の 他
〔1匹'

'

{(L3)

1
φ

(2.1) (2.6) (2.2)

い
,':1.9,

i'
152 146 151 138

合 計 一
い ,(10、0.)

9-(100)
(100) (100)

`

カッコ内は回答の割合(%)

一.73一



7.5要 員 以 外 に 対す る情 報 処理 教 育 , .

要員以外の従業嘩 対する融 処理教育もかなり「e「eして6てb6と ぽ る・第19表vaa

とめたように、経営者層を除いた従業員に対しては過半数以上の企業で何らかの情報処理教育

を実施 してい る。経営者層に対 して も相 当程度(43.2%)の 企業 が教育を実施 してい る。 こ

れを従業 員の規模別に どの程度実施 してい るかを分析する と、第20表 の ごとくにな る。
▼
ゴ

第19表 要員以外の情報処理教育の実施状況
ジ 〔

階 層 実 施 企 業 数 実 施 率(%)

経 営.者 層' 64 43.2

部 課 長 グ ラ ス 94・ 63.5

中 堅 社 員 84 56.8

一 般 社 員 83 56.1

新9入 社 員 91 61.5

(母 数:148社)

第20表 従i業員の規模 と情報処理教育の実施状況

従業員規模
1千 人

未 満

2千 人

未 満

5千 人

未 満

1万 人

未 満

2万 人

未 満

5万 人

未 満

5万 人

以 上
合 計

対 象企業数 26 19 41 26 20 12 4 148

経 営 者 層
4

(154)
9

(47、4)

15

(36.6)
10

(38.5)
15

(750)

8
(66.7)

3
(750):

64

(43.2)

部課長クラス
11

(42.3)
11

(57.9)
24
(58.5)

17
(654)

18

(90.0)
9

(750)
4

(100・)

94
(63.5)

中 堅 社 員
9

(34.6)
10

(52.6)
24
(58.5)

17
(654)

10

(50.0)
10

(83.3)
4

(100)
84
(56.8)

一 般 社 員 9

(34.6)
10
(52.6)

20
(48.8)

16
(61.5)

13
(650)

11
(9L7)

4
(100)

83
(56.1)

ノ

新 入 社 員
14
(53.8)

'9

(47.4)
23

(56ユ)

18
(69.2)

13
(650)

10

(833)
4

(100)
91

(61.5)

◆'A●

上段は該当企業数

下段カッコ内の数は全体に占める割合(%)
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従業員規模が大きくなるにしたがって実施率が高まっているのは当然であるが、従業員数が

1万 人を超える企業においては、いずれの階層において も実施率が50%以 上になっている。

とくに経酋 層や膿 長クラズに対す旗 懲 が目立。て高くな。ている。

○ では この ような襲 以外の人々に対する情拠 理輔 を どの・う紡 法で実施 している
のであろうか。調査結果に よれば、必ず しも社内教育 として実 施 している ものばか りではない

。

第21表 に示す ごと く、 メーカー提供の教育 あるいは各種団 体 ・セミナー等が相 当活用されて

いるのが分 る。 メーカーがそ の重要な販売戦略 として、 ユーザ ーおよび ユーザー見込み企業の

トップに対する教育に莫 大な努 力を注いでいるせい もあって
、経営者層 に対す るメー カーの教

育へ の依存度は きわめて高率(68.6%)と な ってい る6階 層が さが るにつれて メー か 」教 育

への依存度は低 くな り
、逆に社内教育 としての実施率が高ま って くる。

ところで問題 は・ メーカー提 供の一般化された教育内容のみ を利用する場合
、はた して各企

業特有 のシステムや利 用分野 にまで知識を発展させ る方策が講 じられるか どうか に疑問が残 る
。

各企業独 自の目標、企業のおかれている環境条件、企業 の新規 に開発すべ き応用分野等につい

ては、企業 自体の教育 にまつ他に方途はないのではなかろうか。

第21表 情報処理教育の実施主体

階 層
1社 内 教 育 と

し て 実 施

メーカー提供

の教育を利用

各種団体 ・セ

ミナーに派遣
そ の 他 合 計

経 営 者 層
10

(14.3)
48

(68.6)

10

(14.3)

2

(2.8)
70

(100)

部 課長 クラス
57

(559)

30

(294)

12

(11.8)

3

(2.9)

102

(100)

中 堅 社 員
59

(66,3)

18

(20.2)

8

(9.o)

4

(4.5)

89

(100)

一 般 社 員 58

.(69
、9)

18
"(2L7)

2

(2.4・)

5

(6.o)

83

(100)

新 入 社 員
78

(86.7)

7

(7.8)

2

(2.2)

3

(3.3)

90

(100)
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第22表 は、社内教育を実施 している企業について、その教育を主として担当しているのは

社内のどこかとい う問題を分析 した結果である。

社内教育 として実施されているにしては、教育部門、研修部門の担当率がさほど高 くなく、

大部分を情報処理部門の要員に依存 して実施していることが判る。

雛 者層柵 課長クラスに対 しては、 「繊 づけ」のためもあ・て・外罐 師を利用する率

が高い。
'

クラス瀧 上の醜 や社鴎 齢 ら・うした傾向姓 ずるので顕 が・二一薙 立脚した

嫡 効果・岬 点からすれば問題があるように思われる・外部の割 蝉 だけ深 く当該企

業 のニーズや環境条件 ・業務 内容 を知 ってい るのか とい う懸 命があ り、単な る 「権威づけ」の

ために利用されている とい う観 がな きに レもあらずである。. .一

■

第22表 社内教育として実施する場合の教育担当者

研修部門 情報処理 外部講師

階 層 担当者が 部門要員 そ の 他 合 計

主 体 が 主 体 が 主 体

2 5 5 O 12

経 営 者 層
(16.7) (41.7) (41.7) (100)

10 33 22 1 66

部 課 長 クラス
(15.2) (50.0)

:

(33.3) (1.5) (100)

10 47 12 2 71

中 堅 社 員
(14.1) (66.2) (16.9) (2.8) (100)

10 44 10 3 67

一 般 社 員
(14.9) (657) (14.9) (4.5) (100)

12 70 5 1 88

新 入、社 員
(13.6) (79.5) (5.7> (1.1) (100)

F

ー
ぷ
.
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㍗
ー
.

マ

▲
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第23表 教育の強制の度合い

㌔

;:

ヴ

階 層 全 員 必 須
選 択 者 希 望 者

合 計
の み の み

,吉

'

経 営 者 層

r

12

(21.4)
14

(250)

＼・30

(536)

56

(100)

ド 長クそズ
1

18

(20.7)

38

(43.7)

31

(356)

87

(100)

…

中 堅 社t員

}

7

(8.3)
43

(51.2)

34

(40.5)

84

(100)馳

}:

十 ・般 社 員
}

7

〈9.1)

33

(42.9)

37

(48.0)

77、 、

(100)・ 、

|
|

新 入 社 員i:

…

72

(82.8)

11

(12.6)

4

(4.6)

87

(100)～

i

ゴ●

.亘●

興味ある調査結果は第23表 で、この種の教育をどの程度全社員(経 営者層 もふくめて)に

対 して強制 しているか という結果である。

在学 の体系ζ容易にくみこみ得る新入社員に対・てだ賊 剛 の高率で強制的な・

.のになi・ているが碑 の階層⇔ いては鑛 必須の度ehは 馳

情趣 細 門と伺 らかの関係をもつ関連部門の入 ・を選択 ・締 して実施す場 合、あるい

{は希 望渚
だけを対 象と して実施する社内教育の比重は高い。

…

経営渚 層に対 しては、その主体性 に任せ る(希 望者だけ)率 が高 くな ってお り、一方、業務

の中核iとな って働 く部課長 クラス、中堅社 員に対 しては、情報処理に関連す る人 々を選択 して

教育すiる場 合が多い。

…

第2i4表 は 、要員以外の人 々に対する教育が何を目標 としているかを集計 した もので ある。
ミ ロ タ

上位 の階 層に対 しては、 「新 しい ものの考え方 、システム思考 の養成」 とい うね らいが大 きく、

部課長沙 ラスや中堅社員に対 しては、依然 と して 「協力体制づ くり」のね らいが大 きい。中堅

社員や一般社員 にな ると、 「ツール としてコン ピュータを使 えるようにす る教 育」 の実技的色

彩が強 くなって くる。
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新入社員に対しては 「一糠 育」の昧 の中にく欲 ρ培 えているケースが多い・

この種の目標が、教育を実施 した結果、どの程度達成 し得たかを定量的に把握することは極

めて興味のあることであるので、今後の重要な課題として指摘しておきたい。

第24表 情報処理教育の目標について

目 標 経 営 者
部 課 長

中堅社員 一般社員 新入社員 合 計
ク ラ ス

一般教養として 47 49 41 45 77 259

コ ン ピ ュ ー タ ・ ビ ジ ネ ス マ

ンの養成
1 5 23 26 20 75

全員プログラマ教育
.

、 へ 「

0
`

0 ,〆7
・

11 26 44

ヅ ー ル と して コ ン ピ ュ ー タ

を使えるようにする教育
6 20 49 46 32 153

●

議 三'ア ㌣ルギー
29 52. 39

.
21 15 156

新 しい ものの考え方、シス

テ,ム思考 の養成

43 76 66 42 33 260

コンピュータの潜在的利用

の可能性の把握
,、

28' 62 50 24 12 176

総合的意志決定能力、管理

技術の養成
30 53 22 1 0 106

.「

協力体制づくり 26 70 49 27 20 192

そ の 他 1 1 4 3 1 10

一7:8一
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8.む す び

情報処理要員の教育にしろ、要員以外の教育にしろ、種々の問題をふくみなが らも着実に企業

教育の一環として、それも相当大きな比重を企業の中に占めながら浸透、定着 しつつあることが

看取できる。企業教育である以上、企業のおかれている環境条件や制約条件を配慮 しつつ、企業

自体の目標やニーズに基づいた効果的教育の展開が望まれることはいうまで もない。そうした教

育計画の立案に際 して、本調査が何らかの指針、参考になるであろうことを望み、また、わが国

における情報処理教育の現状の一端がこの調査によって解明できた ことを喜びとして、併せて、

前述の種々の問題点を克服しながら今後一層情報処理教育が振興することを期待してやまない。

,

で
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○ 最後にある日付があなたの返却期限です。
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